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研究要旨 

我が国では、水道事業に携わる職員が不足する中、水道システム全体において水質の安

全性を確保しつつ、適正な維持管理を行う手法の導入による経営効率化を図ることが求

められている。 

本研究では、水質変動や異常時における早期発見を目的とするシステム導入を目指し

て、監視すべき水質指標を特定し、それらを効率的に監視する技術を開発するとともに、

当該技術を組み込んだ水道システムの評価や改良点等をまとめるもので、具体的には以

下のような 4 つの課題について取り組んでいる。 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開発

等

本研究の実施期間は、令和 2 年度から令和 4 年度の 3 ヵ年である。研究体制は清塚雅

彦（水道技術研究センター常務理事）を研究代表者とし、学識者および水道技術研究セン

ター職員を研究分担者とするとともに、水道事業体の技術者を研究協力者とした。

研究成果の概要は次のとおりである。

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽出 

自動監視装置を用いた水質管理の実態把握や残留塩素の測定についての現状把握等を

目的として、全国の水道事業体へアンケートおよびヒアリング調査を実施するとともに、

自動監視装置を製造している企業に対してヒアリング調査を実施した。 

自動監視装置を活用することにより、水質管理の高度化や職員の測定の手間を減少さ

せることが可能となるため、原水水質の変動や職員減少といった課題を抱える事業体に

おいて自動監視装置の導入を進め、その結果を適切に活用していくことは非常に重要で

あると考えられた。しかしながら、コストや維持管理性の問題から、特に中小規模事業体

では自動監視装置の導入が進んでおらず、これら事業体において装置の導入を進めるた

めには、より安価かつメンテナンス容易な装置の開発が求められていると考えられた。ま

た、自動監視装置はその性能を保つため、適切な頻度で点検するなど一定のメンテナンス
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を実施することが求められており、事業体においては実情に即しながら適切な頻度でメ

ンテナンスを実施していくことが重要である。 

自動監視装置により測定したビッグデータは水道事業が有する財産であり、これらを

有効に活用することにより運転管理の効率化等が図られると考えられるが、実際に測定

データを有効に活用できている事業体は限られていた。一方で、企業においてはデータ利

活用の希望はあるものの測定データを入手することが難しく利活用が進んでいない状態

にあった。AI 等による水質予測技術の開発には事業体が抱えるビッグデータの情報が必

要不可欠であることから、今後は官民で情報を交換しながら、データ提供が可能な体制を

整えていくことが重要となるだろう。 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

国内外の文献調査に基づき、連続測定可能な水質指標項目、新規水質センサーの開発、

深層学習による早期の水質予測等測定データ利活用、リモートセンシング技術の適用等

について最新動向を把握し、わが国の水道事業のさらなる基盤強化を行ううえでの利点

ならびに課題点等を抽出した。 

人工衛星やドローン等のプラットフォームを用いたセンシングならびに画像解析技術

の活用により、広域における水源水質の把握や漏水検出等が、従来よりも短期間、省コス

トかつ省力的に実現できる可能性があり注視すべきと考えられた。 

このような各要素技術を、水道水源から給水末端に至る水質管理に活用することで、限

られた技術系職員数であっても、効果的かつ効率的な水質管理が可能となり、さらには従

来よりも高度な水質管理が可能になると考えられる。一方で、各要素技術を十分に理解

し、ビッグデータの取扱いにも精通した人材の確保や養成が今後の課題である 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測定手法の開発 

水道において連続的にモニタリング可能な新たな水質指標として文献調査等を実施し

た結果、三次元蛍光分析は水分野において汎用性の高い分析手法として利用されており、

有用な水質指標となり得ることが示された。実測調査を行った結果、これまで多くの水道

事業体が連続的に測定している水質項目では評価できない有機物や水質変化を評価でき

る可能性が示唆され、連続的なモニタリング項目として有用であると考えられた。一方

で、装置が高価であること、解析に多くのデータが必要なことや煩雑であるなどの課題も

あり、特に国内の水道分野では海外と比べて普及が進んでいないことからもコスト低減

や解析を簡便に実施できるツールの開発等が課題と考えられた。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早期予測手法の検討 

浄水場出口での塩素注入量は、蛇口での残留塩素濃度が適切な範囲になるように職員

の経験に基づいて注入量が決定される場合が多いが、経験豊かな技術職員の退職や職員

数減少に伴う技術継承不足などから、職員の経験値に依存しない新たな塩素注入量管理
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手法が求められている。我々は残留塩素濃度の時系列変化を機械学習によりモデル化す

ることで、技術職員の経験知を高度に再現し、数時間先の蛇口での残留塩素濃度を予測し

ながら自律的に塩素注入量を管理しうるシステムを開発した。 

神奈川県内広域水道企業団から提供いただいた相模原浄水場出口および 2 ヶ所の給水

地点における残留塩素濃度の連続データを、長期間の経時変化トレンドの学習に優れる

長期短期記憶ネットワーク（LSTM）によりモデル化することで、3、6 または 12 時間先

の残留塩素濃度を予測するモデルを構築した。モデル構築にあたって、入力値として残留

塩素濃度低減量（時間 t における浄水場出口の残留塩素濃度−時間ｔにおける給水地点の

残留塩素濃度）、水温、電気伝導度、出力値として給水地点におけるα時間後（t＋α）の

残留塩素濃度低減量とした。モデル構築にあたってブロックは 24 時間が最適であり、6

時間先の給水地点の残留塩素濃度を測定機器の誤差（±0.025 mg/L）以下の精度で予測

できた。モデル化に必要となる学習データは 4 ヶ月程度で十分であり、水温や電気伝導

度は精度に大きく影響を及ぼさず、モデル化には不要であることが明らかになった。 

モデル構築アルゴリズムの汎用性を検証するため、沖縄県企業局から提供いただいた

名護浄水場および石川浄水場を起点とする給水系での残留塩素濃度データを使用して、

同様にモデル構築を試みた。受給水量に一定の周期がある給水系統では高い精度が得ら

れた一方で、自己水源や配水池への夜間配水などが実施されている給水系統では、予測精

度が低いことが明らかになり、本研究の適用しうる給水系統の特徴が明らかになった。 

末端給水における残留塩素濃度を予測するモデル構築に向けて、横浜市水道局より、仏

向配水池および桜台小学校の残留塩素濃度データを提供いただき、6時間先の残留塩素を

予測するモデルを構築した。相模原浄水場出口から桜台小学校までの残留塩素濃度低減

量は、予測誤差 0.025mg/L以下で予測できることが明らかになった。 

最後に、構築したモデルの実装に向けて、浄水場の監視制御システムに介入することな

く、監視画面の動画から残留塩素濃度を読み取り、Excelに転送するシステムを構築した。

これにより、比較的小規模な浄水場でも、安価かつ高精度に末端給水地点での残留塩素濃

度を予測できるシステムが実現可能になった。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済的な水質センサーおよびデータ活用手法の開発 

科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業において開発された小型水質計、および

それに続く厚生労働省科学研究費補助金における実証試験を通して明らかにした、実用

化に必要な性能諸元等の要件をベースに、センサーデータのポスト処理の品質を確保し

つつ、経済的なセンサーを提案するために、計測の簡素化方法、およびそれを可能とする

水質計を提案・検証し、データ伝送・活用方法の提案を目的とした。これに対し、試料水

の採取部と分析ユニット部を一体化した簡素化水質を提案、試作した。これを屋外施設に

設置し、顕在化する課題の摘出と、その対策・改良を繰り返した。最後にそれらの知見を

基に、実用的かつ経済的なデータ活用方法およびそれに対応した水質センサーの仕様の
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提示を行った。 

 

（5）まとめ 

文献調査の結果より、三次元蛍光分析は溶存性有機物の挙動解析や汚染源推定などへ

の活用事例があること、PARAFAC 解析を適用することで溶存有機物の構成や存在状況・

季節変動を捉えることが可能なことが確認でき、三次元蛍光分析が水道の水質管理にお

いて留意すべき有機物群を対象とした連続監視にも適用できる可能性が示唆された。研

究（2）において実浄水場の原水及び浄水を三次元蛍光分析にて測定したところ、フミン

酸やフルボ酸等の腐食性物質やタンパク質様物質の分析が可能であり、濁度等の従来か

ら連続測定している項目では捉えることのできない溶存性有機物の挙動を捕捉できる可

能性が示された。これらの物質はトリハロメタンの削減や残留塩素の保存に影響を与え

る項目であり、三次元蛍光分析を活用することで、より適切な条件下での浄水処理やより

高度な水質管理を行えるようになるのではないかと考えられた。三次元蛍光分析は装置

が高価なことから国内の水道事業体への導入事例は限られてはいるものの、残留塩素濃

度管理を多くの事業体で課題と捉えている状況を考慮すると、三次元蛍光分析の導入も

解決手法の一つとなり得ると考えられる。 

水道事業体が連続測定している水質データを基に深層学習等を用いて水質予測手法を

開発し適切に活用することで、水道事業における広汎な業務を支援できると考えられた。 

研究（3）における LSTM を用いた将来の残留塩素濃度を予測するモデルを構築するため

には、少なくとも 2 地点における一定期間の残留塩素濃度連続測定値が必要となること

から、このモデルを活用するためには、先ずは連続的な測定データを蓄積する必要がある

と考えられた。しかしながら、研究（1）において全国の水道事業体に対し連続測定の実

態調査を実施したところ、特に中小規模事業体ではコスト的制約から連続即測定をして

いる事業体は限られていることが確認された。また、研究（4）では簡素な水質計の開発

および提案に取り組んでおり、現時点で開発途中ではあるものの、安価に製作できる可能

性が示された。この水質計は一定間隔における連続測定が可能であり、データを蓄積して

いくことで、研究（3）で構築したモデルを作成・活用することができ、適正な残留塩素

濃度管理が可能になると考えられた。 

このような各要素技術を、水道水源から給水末端に至る水質管理に活用することで、限

られた職員数であっても将来を見据えたより安全で持続可能な水道事業運営が可能とな

るだろう。 
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所属研究機関における職名 
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Ａ．研究目的 

人口減少に伴って、浄水場で働く職員数

も大幅な減少傾向にあり、今後もさらに減

少することが予想されている。一方で、老朽

化を迎えた水道施設は増加傾向にあり、施

設や管路の更新に向けて、今後、多くの技術

職員が必要となる 1)。また、浄水場を定常運

転するための人材も必要不可欠である。こ

れまで経験と実績に基づく高度な技術を有

するベテラン職員により浄水場の維持管理

がなされてきたが、団塊世代の大量退職に

伴って、蓄積した技術が途絶えることが危

惧されている。人材育成およびノウハウの

蓄積には多大な時間がかかることから、今

後、これまでのような水道サービスを維持

していくためには、早急に対策を講じる必

要があると言える。 

近年、限られた水道事業従事職員数であ

っても効果的かつ効率的な水質管理が可能

となるよう、水質（代替）指標項目の連続測

定や、小型水質センサー等の導入、深層学習

等による早期水質予測といった先端的な開

発技術を水道水源から給水末端に至る水質

管理に活用するなどの事例が確認されてい

る。また、このような状況を解決する手法の

一つとして、人工知能アルゴリズム（以下

AI と表記する。）も注目を集めており、将来

的に AI による浄水場の運営支援や無人運

転化は十分に有用な手段であると考えられ

る。水道分野における AI の使い道として、

①膨大なデータの可視化により現場の工夫

を引き出す、②監視・検索により異常状態を

検知する、③モデルによる推定・予測により

将来に備える、④最適化によりあるべき判

断を導出する、などが想定される。AI は膨

大な数の入力データと出力データを入力さ

えすれば、暗黙知をモデルとして知識化で

きるが、その背景となる物理化学的な知見

がない限り、入力→出力の正当性や妥当性

を説明することは不可能に近い。特に、水道

分野においては公衆衛生の観点から 5%の

誤差でさえも許容されないこともあり、モ

デルの説明責任はモデルの良否を決定する

非常に重要な要素となる。そのため、信頼さ

れるシステムを構築するためには、水道分

野のエンジニアが物理化学的な基礎知識と

ともに、現場の経験を反映することで AI モ

デルを構築していくことが望ましいと考え

られる。 

そこで、本研究では水道事業体における

水質管理、特に自動監視装置による連続監

視の実態把握や水質管理に関する国内外の

最新動向および課題点を抽出するとともに、

水質変動や異常等を早期発見するために監

視すべき水質指標の提案を行う。加えて、残

留塩素に着目し、末端給水地点における残

留塩素濃度を予測するモデルを構築・提案

するとともに、簡素な水質センサーの構成

および計測方法等の提案と実用的かつ経済

的なデータ活用方法やそれに対応した水質

センサーの仕様の提示を行うことで、水道
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水源から給水末端に至る水道システム全体

における水質管理手法の提案を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

本研究では、「（1）水質管理の強化に係る

既存・将来技術の文献調査と課題抽出」「（2）

連続測定が可能な水質指標の特定と測定手

法の開発」「（3）ビッグデータに基づく水質

変動の早期予測手法の検討」「（4）水道シス

テム全体を視野に入れた経済的な水質セン

サーおよびデータ活用手法の開発」に取り

組んだ。 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

① アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

1. 水道事業体アンケートおよびヒアリング 

給水人口 10 万人以上の事業体を大規模

事業体、それ未満の事業体を中小規模事業

体と定義し、大規模事業体へは令和 2 年度

に、中小規模事業体へは令和 4 年度にそれ

ぞれアンケート調査を実施した。なお、対象

事業体は地域に偏りがないように 32 大規

模事業体、60 中小規模事業体に絞り込み、

アンケート調査は電子データで作成した調

査票をメールにて配布することで実施した。

その結果、大規模事業体はすべての事業体

（回収率 100%）、中小規模事業体は 30 事業

体（回収率 50%）から回答を得た。 

1-1. アンケート調査 

アンケート調査項目は、自動監視装置に

よる連続測定の実施、水質データの利活用、

残留塩素濃度の測定（中小規模事業体のみ）

という 3 つの視点から、大規模事業体およ

び中小規模事業体それぞれ下記のとおりと

した。 

1-1-1. 大規模事業体 

① 自動監視装置による連続測定の実施状

況や今後の計画等について 

 自動監視装置による連続測定を行ってい

る水質項目（水質項目、測定機器、測定場

所、測定頻度、運用上の課題、運転管理上・

危機管理上の重要度） 

 今後、自動監視を予定している水質項目や

課題（水質項目、使用機器、測定場所、測

定頻度、期待される効果、導入の支障とな

る課題点） 

 水質の自動監視に関する将来的な技術開

発について期待すること 

② 自動監視装置により得られた水質デー

タの利活用について 

 自動監視装置による測定項目のうち、重要

と考える項目（水質項目、測定場所、利用

目的、内容） 

 水質データの取扱い（アクセス制限、保存

期間、保存媒体） 

 水質データを用いた解析や予測等への活

用（活用事例、データ提供の可否） 

1-1-2. 中小規模事業体 

① 水道事業従事職員について 

 水道事業従事職員数、水質に係る職員数 

② 自動監視装置による連続測定の実施状

況や水質データの利活用について 

 自動監視装置により連続測定を実施して

いる水質項目とその課題 

 測定したデータの利活用事例 

③ 残留塩素濃度の測定について 

 給水末端における残留塩素濃度の測定頻

度およびその方法 

 給水末端における残留塩素濃度の管理目

標値 

 残留塩素濃度の測定地点およびその選定

方法 

 測定したデータの保存形態と保存期間 

 残留塩素濃度管理について苦労している

点や課題 

 自動監視装置導入時のコストやスペースの希望 
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1-2. ヒアリング調査 

1-2-1. 大規模事業体 

大規模事業体へのヒアリング調査は、ア

ンケート調査にて回答のあった事業体の中

から、他の事業体では連続測定していない

水質を測定していた又は測定したいと考え

ていた 9 事業体を抽出し、令和 3 年度に対

面又は WEB にて実施した。ヒアリング内容

は、水質管理値の基準および管理値を超え

た場合の対応方法やなぜその水質項目を測

定しているのか、装置に関して今後期待す

ることなどとした。 

1-2-2. 中小規模事業体 

中小規模事業体へのヒアリング調査は、

アンケート調査にて回答のあった事業体の

うち事業体規模や浄水処理方法等を考慮し

ながら 7 事業体を抽出し、中小規模事業体

独自の課題を抽出することを目的として、

令和 4 年度に対面にて実施した。ヒアリン

グ内容は、自動監視装置の導入状況や要望、

水質管理に関して抱えている課題や残留塩

素濃度管理方法などとした。 

 

2. 企業ヒアリング 

企業側からの視点での自動監視装置によ

る連続測定の実施状況や今後の展望、自動

監視装置により得られた連続水質データの

利活用について調査するため、自動監視装

置を製造する企業 8 社に対し、令和 3 年度

に対面又は WEB にてヒアリング調査を実

施した。主な質問項目は下記のとおりであ

る。 

 自動監視装置導入時やメンテナンス時の事業

体からの問合せ内容やそれに対する対処方法 

 自動監視装置の耐用年数、更新の判断基準 

 「コスト」、「メンテナンス性」、「装置の大き

さ」について企業側が考える重要度 

 測定したデータの利活用 

 水道の基盤強化に向けて企業として考えてい

ること 

 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

国立保健医療科学院内にて利用可能な学

術文献データベース（Web of Science Core 

Collection, JDream III, CiNii Articles, 

CiNii Books, J-STAGE, NDL Online, 

Google Scholar）を用い、以下の調査項目に

関連するキーワードにて文献検索を実施し

た。ヒットした 527 文献のうち、要旨や結

論等の内容から判断して、当研究の趣旨に

該当しない文献を除外、111 文献を選定し

た。 

 1) 連続測定可能な(代替)水質指標 

 2) 新規水質センサーの開発 

 3) 水質変動の早期予測等測定データの

利活用 

 4) リモートセンシング・ドローン技術の

活用 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

水道事業において連続的な測定のニーズが

高い水質項目を把握し、その分析手法の現状

と課題を明らかにすることを目的に文献調査

と実測調査を実施した。 

1) 連続測定可能な水質指標に関する文献調査 

全国の水道事業体では、水道水質基準項

目等についての水質管理を目的として、

様々な連続測定可能な水質測定機器が導入

されている。本研究の目的である突発的な

水質の変化や中・長期的な水質のトレンド

が把握できる連続測定可能な水質指標を選

定するため、国内の文献に関しては J-

Dream3 を、海外の文献に関しては
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PubMed を利用して文献調査を実施した。

選定した文献は内容を精査し、水道事業に

おける適用の可能性や課題について整理し

た。 

2) 連続測定可能な水質指標に関するヒア

リング 

文献調査等の結果を踏まえ、連続測定で

きる水質指標として実用可能な項目に関し

て、国内における実施事例のヒアリング調

査を実施した。具体的には、かび臭モニター

や三次元蛍光分析に関する事例を対象に、

連続測定の結果を水質監視に活用している

水道事業体に対してヒアリング調査を実施

した。 

3) 三次元蛍光分析に関する実測調査 

三次元蛍光分析の実用可能性を検討する

ため、蛇口水を継続的に採取し、水質事故や

降雨等のイベントにおけるモニタリングの

可能性について検討した。また、神奈川県内

の浄水場にオートサンプラーを設置し、高

温期（8 月）と中温期（9 月）に連続的に原

水、浄水を採水し、得られた試料について三

次元蛍光分析を実施し、解析を行った。解析

結果をこれまでに連続的な測定を実施して

いる水質項目等と比較、検討することで、三

次元蛍光分析の新たな水質指標としての適

用可能性や課題について整理した。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

我々の研究グループでは、浄水支援シス

テムの構築に続く、浄水場運転の自動化を

見据え、上水道システムの要となる残留塩

素管理に着目して研究を進めている。特に

残留塩素濃度は、水道法では給水末端にお

いて 0.1 mg/L 以上となるよう定められて

いる一方で、過剰な塩素添加に伴って発生

する塩素臭や消毒副生成物の生成抑制が重

要となる。多くの事業体では 0.1〜1.0 mg/L

の範囲に数値目標を定めており 2)、浄水水

質や季節等に応じて、現場の職員が浄水場

出口における塩素注入量を調整している。

前述したように、ベテラン職員が減少し、技

術継承が困難となる中で、経験に依存した

塩素注入操作を継続することは将来的に困

難になると予想される。 

塩素注入量を予測する物理化学モデルは、

これまでにも様々に検討されており、pH、

色度、水温、溶存酸素量、送水流量、管路材

質、管路長、管路内滞留時間などが、主な残

留塩素低減に寄与する支配因子として報告

されている 3）4）。この中でも、特に送水流量

と管路内滞留時間は、日々の水使用量など

に応じて変化することから、物理化学モデ

ルの構築において予測誤差を拡大する主要

な原因となっていた。一方で、ある程度の給

水人口を有する事業体では、生活や産業活

動の日間変動、週間変動に応じて水使用量

が一定周期で変化することが予想される。 

そこで、我々の研究グループでは、管路内

滞留時間の周期的な変動トレンドを AI で

学習することで、精度の高い残留塩素低減

量予測モデルを構築できると考えた。具体

的には、時系列 AI モデルである LSTM に

より、3〜12 時間先の配水末端における残

留塩素濃度を予測しうるモデルを以下の手

順により構築した。 

1. 用水供給事業における浄水場-給水地点

間の残留塩素濃度低減量予測モデルの

構築 4） 

2. 予測モデル構築フローの汎用性検討 
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3. 給水地点から末端配水地点間の残留塩

素低減量予測モデルの構築 

4. 残留塩素濃度を PC に入力するデバイ

スの開発 

 

代表的な AI モデルには、FFANN（Feed 

Forward Artificial Neural Network）5）や

SVM（Support Vector Machine）6）などが

ある。しかし FFANN や SVM は時系列変

化の履歴を学習する機構を持たないことか

ら、変動トレンドの予測には不向きである。

時系列データに対しては、これまでに自己

相似性を算出することで将来の変化を予測

する FBANN（Feed Back Artificial Neural 

Network）を適用した研究例が散見される。

齋ら 7）は、FBANN を鳥取県湖山池の溶存

酸素濃度の予測に応用したが、予測時間 3

時間以上において、実測値と予測値に位相

差が発生したことを報告している。この結

果をはじめとして、長期的な変化に富んだ

データの場合、自己相似性を利用した長期

トレンドの予測には限界があることが多数

報告されている。近年では、FFANN の隠れ

層 を時系 列の 前後で接 続し た RNN

（Recurrent Neural Network）が開発され、

より長期間の複雑な時系列変化を高い精度

で学習できるようになってきた。図 1 に示

すとおり、RNN は現時刻を t としたとき、

時刻 t-L から時刻 t までの隠れ層を時系列

の前後で接続し、時刻 t+M のデータを予測

する。このとき、L をブロック、M を予測

時間と定義する。RNN はこれまでの時系列

情報のトレンドを保持することが可能であ

り、そのトレンドから将来の値を予測でき

る。 

 

図 1 Recurrent Neural Networkの 

モデル構造 

Kumar ら 8）は、RNN を用いて 1 ヶ月後

の河川流量を予測し、R2値 0.892 の精度で

予測することに成功した。また、1 日以上先

の長期予測には、RNN の隠れ層に CEC

（constant error carousel）を設置し、入力

ゲート、出力ゲートおよび忘却ゲートによ

って、過去から引き継いだデータを必要に

応じて取得・修正・消去できる特徴を持つ

LSTM（Long Short-term Memory）が有効

とされている。それぞれのゲートはシグモ

イド関数により制御され、0.0〜1.0 の間の

実数に変換したものが次時刻の入力値とし

て出力される。一方で、CEC の重みを 1 と

することで、長期間のトレンドを消失させ

ずに、次時刻の入力値に引き継ぐことが可

能であり、長期間にわたる予測モデル構築

が可能となる。Zhang ら 9）は中国北西部ヘ

タオ地区を対象として、降雨量、温度、灌漑

用水量および蒸発量を使用してLSTMによ

る地下水面の高さを予測した結果、R2 = 

0.952 の精度で予測することに成功してい

る。これらの状況を考慮し、本研究では

LSTM により予測モデルを構築することと

した。 
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1. 用水供給事業における浄水場-給水地点

間の残留塩素低減量予測モデルの構築 

1-1. データとモデル構築手法 

神奈川県内広域水道企業団が保管する浄

水場と給水地点における膨大なデータセッ

トを活用して、3〜12 時間先の給水地点に

おける残留塩素濃度を予測しうるLSTMモ

デルを構築する。 

神奈川県内広域水道企業団は、神奈川県

内の 4 事業体（神奈川県営水道、横浜市水

道局、川崎市上下水道局、横須賀市上下水道

局）へ浄水を給水する特別地方公共団体で

ある。浄水処理された水は 42 ヶ所の給水地

点を経由して各事業体に供給されており、

各給水地点において基本的な水質項目が連

続的に監視されている（図 2）。よって、神

奈川県内広域水道企業団は浄水場の出口に

加え、各給水地点において基本的な水質に

関する連続監視データを保有していること

になる。これらの膨大なデータを活用する

ことで、給水地点における残留塩素濃度を

高精度に予測しうるモデルが構築できるも

のと期待する。 

本研究では、相模原浄水場を基点として、

約 15km 先に位置する上和田給水地点（平

均給水量 約 10,000m3/hr）、および矢指調

整池を経由して約 20km 先に位置する西谷

給水地点（平均給水量約 10,000m3/hr）にお

ける残留塩素濃度低減量を予測するモデル

を構築した。相模原浄水場出口、上和田給水

地点、西谷給水地点での 2018 年 7 月 1 日

から 2020 年 6 月 30 日（2 年間）における

5 分間隔の残留塩素濃度（mg/L）、水温（℃）、

電気伝導度（mS/m）を神奈川県内広域水道

企業団より提供いただいた。 

モデル構築には、任意時刻における浄水

場出口の残留塩素濃度と給水地点の残留塩

素濃度の差を「残留塩素低減量」として、電

気伝導度、水温および残留塩素低減量を

LSTM の入出力値に用いた。管路内の滞留

時間に時間周期性があると仮定し、滞留時

間の周期変動も加味した残留塩素低減量を

評価する。電気伝導度および水温は、正規分

布として平均 0、分散 1 になるように一般

図 2 神奈川県内広域企業団内の浄水場および給水地点 
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標準化したものを入力値として用いた。 

モデルの構築にあたって、活性化関数に

relu、ネットワーク重みに Adam を使用し

た。バッチサイズは 32、エポック数は 50、

ノード数は 1024、ブロックは 24 時間とし

た。データセットを目的に応じて任意の割

合でモデル構築用の学習データとモデル精

度検証用のテストデータに分割した。 

残留塩素低減量予測モデルの精度は、下

式に示す二乗平均平方根誤差（RMSE）によ

り評価した。 

𝑅𝑀𝑆𝐸 = √
1

𝑛
∑(実測値−予測値)2 

残留塩素濃度の連続測定装置の検出限界

値 0.05mg/L を勘案して、±0.025mg/L を

許容誤差範囲とし、この範囲内に予測結果

の最大値が収まることをモデル構築にあた

っての目標とした。 

 

1-2. データの前処理方法 

センサーに蓄積された生データは装置点

検やメンテナンス作業により、明らかな異

常点が複数存在している。本研究では箱ひ

げ図を用いて、上限＝95%点+四分位範囲

（IQR）×3、下限＝95%点-IQR×3 として、

極端に外れた値を除外した後に、前後の値

で線形補間した（図 3）。2 年間の 5 分間隔 

 

図 3 箱ひげ図による外れ値の除外 

データのうち、相模原浄水場出口では 129

個、上和田給水地点では 103 個、西谷給水

地点では 67 個の異常値が検出された。 

センサーノイズが大きな場合、ノイズによ

る微小な変化も学習するため、予測精度の

悪化を引き起こす原因となる。データのノ

イズを除去するため、前後 12 時間の 24 時

間移動平均を算出することで、平滑化処理

を実施した（図 4）。 

 

図 4 移動平均による平滑化処理 

 

2. 予測モデル構築フローの汎用性検討  

1 において構築した 6 時間先の残留塩素

低減量予測モデル構築フローの汎用性を検

証するために、沖縄県企業局の名護浄水場

（図 5 中 A）および石川浄水場（図 5 中 B）

の給水系について、同様に予測モデルを構

築した。 

名護浄水場の給水系は、名護浄水場から

名護調整池に配水された後に、本部調整池

もしくは喜瀬調整池に分配される。本部調

整池ならびに喜瀬調整池は供にリゾート地

に位置し、水需要の季節変化が大きい。本部

調整池は、美ら海水族館付近への給水の他

に、海底送水管により 5km 先の伊江島まで

送水されている。なお、水族館は海水を使用

しているため、企業局の水はほとんど使用

していない。 

石川浄水場の給水系は、石川浄水場から

東恩納調整池ならびに山城調整池に夜間に

配水された後に、山城調整池から金武調整
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池および具志川調整池に水位差により分配

されている。金武調整池は、主に金武町住民

と米軍基地へと給水されており、特に軍隊

員が増える時期に使用量が増える傾向があ

る。東恩納調整池ならびに具志川調整池と

もに、他浄水場からの給水や市内の需給量

が複雑に変化するため、これまで検討して

きた給水系統よりも残留塩素濃度の変化に

影響を及ぼす因子が多いことが推測される。 

名護浄水場の給水系については 2017 年

1 月から 2021 年 3 月まで約 4 年間の残留

塩素濃度データを提供いただき、異常値除

去および平滑化処理後にモデル構築・検証

に使用した。石川浄水場の給水系について

は 2018 年 4 月から 2021 年 3 月の約 3 年

間の残留塩素濃度データを提供いただき、

異常値除去および平滑化処理後にモデル構

築・検証に使用した。 

名護浄水場の給水系では、（1）名護調整

池出口から喜瀬調整池までの残留塩素濃度

低減量を予測するモデル（名護調整池−喜瀬

調整池モデル）、（2）名護調整池出口から本

部調整池までの残留塩素低減量を予測する

モデル（名護調整池−本部調整池モデル）を

それぞれ構築した。 

石川浄水場の給水系では、（3）石川浄水

場から山城調整池までの残留塩素濃度低減

量を予測するモデル（石川浄水場−山城調整

池モデル）、（4）石川浄水場から東恩納調整

池までの残留塩素低減量を予測するモデル

（石川浄水場−東恩納調整池モデル）、およ

び（5）山城調整池から具志川調整池までの

残留塩素低減量を予測するモデル（山城調

整池−金武調整池モデル）ならびに（6）山城

調整池から具志川調整池までの残留塩素低

減量を予測するモデル（山城調整池−具志川

調整池モデル）をそれぞれ構築した。 

モデル構築にあたっては、相模原浄水場−

西谷給水地点間のモデル構築時の条件で最

適化されたブロック数 24 時間を適用した。 

図 5 沖縄県内の浄水場および調整池 

名護浄水場 − 名護調整池 −本部調整池
−喜瀬調整池

石川浄水場 –東恩納調整池
−山城調整池 −金武調整池

−具志川調整池
自然流下

夜間
ポンプ

沖縄市内の

状況により変動

住宅と米軍

別荘リゾート地

リゾートホテル
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3. 給水地点から末端配水地点までの残留

塩素低減量予測モデルの構築 

浄水場出口から末端配水地点までの残留

塩素低減量の予測を目指し、相模原浄水場−

西谷給水地点を経由し、横浜市仏向配水池

から桜台小学校まで配水される配水系の残

留塩素低減量予測モデルの構築を試みた

（図 6）。仏向配水池において、配水末端で

の残留塩素濃度が 0.3〜0.7mg/L の範囲に

なるように次亜塩素酸ナトリウムが追加添

加（以後、追塩と表記）されている。配水池

出口に設置したポンプ場から末端まで、樹

枝状の配管網により給水されている。本研

究では、横浜市水道局が保管する、追塩後の

仏向配水池出口および桜台小学校に設置さ

れている連続水質監視装置で記録した 10

年分の残留塩素濃度（2010〜2020 年）を提

供いただき、異常値除去および平滑化処理

後にモデル構築・検証に使用した。 

モデル構築にあたっては、相模原浄水場

出口から西谷給水地点までの残留塩素濃度

低減量を予測するモデル（浄水場−西谷モデ

ル）、西谷給水地点から仏向配水池までの残

留塩素低減量を予測するモデル(西谷−仏向

モデル)と仏向配水池から桜台小学校まで

の残留塩素低減量を予測するモデル（仏向−

桜台小学校モデル）をそれぞれ構築し、3 つ

の連立モデルを統合することで、12 時間前

の相模原浄水場出口における残留塩素濃度

の実測値を用いて、6 時間後の桜台小学校

における残留塩素低減量を予測するモデル

を構築した（図 7）。なお、仏向配水池での

追塩量は、残留塩素濃度の監視に基づいて

決定されており、西谷−仏向モデルは、実質

的に追塩アルゴリズムをモデル化したもの

となる。モデル構築にあたっては、相模原浄

水場−西谷給水地点間のモデル構築時の条

件で最適化されたブロック数 24 時間を適

用した。 

 

図 6 横浜市水道局の仏向配水池および桜台小学校 
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4. 残留塩素濃度を PCに入力するデバイス

の開発 

モデルの実装に向けて、浄水場の監視制

御システムに介入することなく監視画面か

ら残留塩素濃度を読み取り、Excel に転送シ

ステムを構築する（図 8）。神奈川県内広域

水道企業団 相模原浄水場事務所内におい

て、相模原浄水場出口と西谷給水地点の残

留塩素濃度が表示された情報系システム管

理画面を小型ビデオカメラ（GoPro HERO8 

Black）で撮影し、モデルの構築と検証に使

用した。撮影にあたって、解像度は 2704×

1520 pixel、フレームレートは 1/300 fps に

設定した。動画は OpenCV により画像群に

変換し、残留塩素濃度が表示された部位を

トリミングした後に、Otsu アルゴリズムに

より二値化したものを数値変換に供した。

画像から数値への変換は、Tesseract OCR

を使用し、目視で記録した正解値と変換値

を比較することで、正答率を算出した。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手

法の開発等 

既往研究で開発した水質計は、夾雑物除

去時の圧力損失を低減するために、フィル

タ構造としてクロスフロー型フィルタを採

用している。また計測開始時に新鮮な水道

水を取り込むために一次貯留槽を設け、一

定量の水をオーバーフローさせたのちに、

分析部へ搬送する系および自動化機構を備

えている。そのため、分析ユニット部分は小

型であるが、周辺機能を合わせると 300 

mm 程度の大きさとなった。また試料液を

導入するためのポンプや電磁弁、貯留槽な

どを備える必要があった。以上からコスト 

 

図 7 連立モデルのアルゴリズム 

 

図 8 ディスプレイ数値の 

読み取りフロー 

 

を抑え、多くの場所に現場設置可能とする

ためには、その大きさ、簡素化の面で更なる

改良を行う必要があった。これを受けて、全

体の小型化を阻む要因である試料水の採取

方法や、コストを上げる要因であるポンプ

類を省く構成を検討し円筒型の簡素化水質

計の構成を新たに提案した。 

上記提案に基づき試作した原理評価機を

神奈川県相模原市の民間施設における給水

地点に設置、課題摘出を実施した。その結

果、外部に設置した制御用のマイコンとの

信号配線孔等の隙間から徐々に分析ユニッ

ト内部へ水が浸透し電気系へ影響を及ぼす

等の課題が発生した。そこで耐水構造の見

直しや、ユニット内へ繋がる配線をなくす
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るために、制御回路や無線機能の小型化と

水質計内への内蔵化を進めた。その結果、図

9に示すように直径60 mm、高さ約350 mm

まで小型化した。 

 

図 9 簡素化水質計の構成と外観 

 

本水質計ではポンプを省く代わりに水頭

圧にて試料液を導入しているため、外乱や

外部からの気泡の侵入により導入流量や試

薬添加量が変動することが懸念される。そ

こで DPD 試薬の発色波長域（赤色）と異な

る波長域の色素（ブリリアントブルーFCF）

を試薬パックに添加し、本色素由来の透過

光量変化の信号から、試料水の流量変動や

試薬の添加プロファイルを求め、塩素由来

の信号値を補正する方式を新たに提案した。

本原理に基づき、信号値を補正した例を図

10 に示す。 

 

図 10 色素を用いた補正結果例 

水質計の設置状況によっては、本体部周

辺にも試料水が接触して流れ落ちる場合も

あるため、水質計の耐水性能をさらに強化

した。図 11 に示すように、試料水の導入ヘ

ッド部分のドレイン構造の見直しを行った

ほか、水質系本体部に設けられた電源ケー

ブル孔を耐水性のある脱着容易な防水コネ

クタへ、また排出チューブ孔を脱着容易な

コネクタへ変更した。さらに試薬バックの

脱着安定化のために、ピアス穿孔周辺部の

再設計・強度向上を図った。 

 

図 11 耐水性を強化した改良水質計 

また、色素による補正方式を自動化する

信号処理アルゴリズムを開発し、継続的に

改良を進めた。具体的には信号幅に応じた

解析範囲の自動調整、流速変動の影響補正

などの機能などを付加した（図 12 左参照）。

それらの改良により、図 12 右に示すように、

濃度と補正後の信号値において、良好な線

形関係が得られるようになった。 

 

図 12 信号処理アルゴリズムの改良 
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次に、クラウドへのデータのアップロー

ド時間間隔と計測遅延や波形のひずみ状況

に与える影響について調べた（表 1 参照）。

その結果、時間間隔を 10 秒程度にすること

で、遅延（実計測時とのずれ）が発生せず、

かつ再生された波形も歪まないことがわか

った。 

表 1 クラウドへの発出頻度と計測遅延 

 

 

Ｃ．研究成果と考察 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽出 

1) 自動監視装置による連続測定 

（ア）自動監視装置導入と 1 事業体当たり

の連続測定水質項目 

図 13 に自動監視装置により測定されて

いた水質項目と測定事業体数を示した。い

ずれかの事業体において自動監視装置によ

り測定されていた水質項目数は、大規模事

業体では 31 項目、中小規模事業体では 9 項

目であり、濁度、pH や残留塩素濃度などは

事業体の規模問わず多くの事業体で連続測

定されていた。この結果は小坂ら 10）の結果

とも一致しており、これらの項目は海外に

おいても重要視されている項目であった。

例えば、濁度は European Commission2019 11）

にて、水道施設において最も重要な項目、残

留塩素は水道水の安全性を確保するうえで

重要な項目とされていた。 

このほか、大規模事業体では、油分・油膜、

毒物、アンモニア態窒素やかび臭原因物質

濃度などが多く測定されていた。 

濁度や残留塩素が多くの事業体で測定さ

れていたのは、これらの測定結果が浄水処

理又は水質管理において様々な使われ方を

されていることに加え、濁度は「水道におけ

るクリプトスポリジウム等対策指針」にて

汚染のおそれがある水源を使用している浄

水場については、「ろ過池等の濁度を 0.1 度

以下に維持する」ことが、残留塩素は「水道

法」により蛇口で検出される残留塩素濃度

を「0.1mg/L 以上保持する」ことが義務付け

0
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80

90

原水（大） 処理工程水（大） 浄水（大）

原水（中小） 処理工程水（中小） 浄水（中小）

⇒大規模事業体のみ測定

測

定

事

業

体

数
（
事

業

体
）

図 13 自動監視装置により連続測定されている項目と測定事業体数 
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られており、これらの基準を達成する又は

達成しているかを確認するためと考えられ

た。 

自動監視装置は事業体の規模によらず、

原水、処理工程水、浄水のいずれかにおいて

1 つ以上導入されており、1 事業体当たりの

自動監視装置による測定場所別の連続測定

水質項目平均数は、大規模事業体と中小規

模事業体でそれぞれ、原水では 6.6 と 1.4、

処理工程水では 4.8 と 0.4、給配水では 4.3

と 2.7 であり、中小規模事業体では大規模

事業体と比べて原水および処理工程水にお

ける測定項目数が少なくなっていた（図

14）。また、大規模事業体へのアンケート調

査より、各水質項目の利用目的が、原水監

視、薬品注入率の決定や浄水処理管理に活

用するためなど原水又は浄水処理性に関係

することであることが確認できた。水質異

常の監視・対策指針 2019 12）では、自動監視

装置による連続測定の主目的は有害物質混

入の監視や浄水処理工程のモニタリングお

よび水質監視等とされており、原水又は処

理工程水における自動監視装置の導入には、

水源種別が大きく関係しているのではない

かと考えられた。そこで、令和 2 年度水道

統計よりアンケート調査を実施した事業体

の主水源について整理した結果、大規模事

業体では主水源を地表水としている事業体

が多いのに対し、中小規模事業体では主水

源を地下水としている事業体が多いことが

確認できた（表 2）。前述したとおり、自動

監視装置導入の主目的が有害物質混入の監

視や浄水処理モニタリングおよび水質監視

であるとすると、地下水のように水質が良

好な水源を主水源とする事業体では、自動

監視装置導入の目的にそぐわず、今回の調

査においても原水や処理工程水における自

動監視装置の導入数が少なくなったと推察

された。実際に、中小規模事業体では残留塩

素の自動監視装置を追加で導入したいとい

う要望はあったものの、その他の項目につ

いて新たに自動監視装置を導入したいとい

う要望は確認できなかった。 

表 2 調査対象事業体の水源種別割合 

 

 

（イ）各水質項目の重要度 

大規模事業体において連続測定している

水質項目における運転管理上、危機管理上

事業体数 割合 事業体数 割合

地表水 23 72% 5 18%

地下水 2 6% 13 46%

湧水 0 0% 3 11%

受水 7 22% 7 25%

合計 32 100% 28 100%

水源種別
大規模 中小規模

 

図 14 1事業体当たりの測定場所別の  

連続測定水質項目数 
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の重要度について、それぞれ大・中・小で選

択してもらい点数付けし、測定事業体当た

りの重要度平均値を算出した。その結果、運

転管理上では、残留塩素濃度に加え、濁度や

pH など浄水処理の効率に影響を及ぼす項

目の重要度が高く、危機管理上ではこれら

に加え、毒物、油分・油膜やかび臭原因物質

濃度の重要度が高いと考えられていた（図

図 15）。危機管理上の重要度が高いと回答

のあった油分・油膜、アンモニア態窒素や毒

物等は、水安全計画 13）においても「危害原

因事象」として例示されている項目であり、

これらの項目は適切に管理・監視すること

が求められている。特に、油分・油膜につい

ては、令和 2 年度に発生した水質汚染事故

の原因物質の約半数を占めており 14）、中小

規模事業体においても自動監視装置を導入

している事例があることを考慮すると、安

全性の観点から無視することのできない項

目であると言える。加えて、大規模事業体で

測定していたかび臭原因物質については、

近年の異臭味被害が増加傾向にある現状を

鑑みると、事業体規模に関わらず地表水を

主水源とする事業体においては無視できな

い項目であると考えられる。特に、中小規模

事業体では突発的な対応が難しい場合も考

えられることから、地表水を主水源とする

事業体では、適切に水源を監視していくこ

とが重要となる。 

 

（ウ）自動監視装置導入に関する課題 

今後導入を予定している又は導入の予定

はないが導入を希望する水質項目について

調査した結果、水質管理や水質検査の省力

化を目的として残留塩素濃度や濁度等の自

動監視装置の導入を希望する事業体が多い

ことが確認できた。同時に、導入費用や維持

管理費用が多くかかること、校正等の保守

点検作業が増加すること、測定精度が低い

ことや設置スペースが確保できないことな

どを理由に導入には至っていない事業体が

あることも確認できた（表 3）。 

企業ヒアリングにて、「コスト」、「装置の

大きさ」、「メンテナンス負荷」のどれが一番

の課題と考えているか調査したところ、表

4 に示すとおり、多くの企業ではコストや 

図 15 各水質項目における重要度平均値 
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重要度 点数 判断区分

大 3点 非常に重要で水質データを利用している

中 2点 重要と思うが水質データの利用はしていない

小 1点 他項目よりは重要とは思わない
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メンテナンス負荷を課題と捉えていること

が確認できた。両者については低減できる

ように企業側でも努力を続けているものの、

維持管理性を向上させるために設備ユニッ

ト化を進めるとコストが上昇するといった

意見や、メンテナンス負荷は作業員に委託

することで軽減させることができるが、結

果としてコスト増につながってしまうとい

った意見など、コストとメンテナンス負荷

のトレードオフの関係に苦慮している状況

が確認できた。中小規模事業体の中には現

在の自動監視装置では過剰スペックである

と考える事業体もあり、企業側では事業体

のニーズに合わせてスペックを調整しなが

らコストを削減していくことも重要となる

だろう。 

装置導入時の問合せについては、イニシ

ャルコストやランニングコストはどのくら

いか、測定対象水質をどのくらいの精度で

測定できるか、装置のメンテナンス性はど

うか、装置の大きさはどのくらいかといっ

た内容が多く、事業体は装置導入検討時に

課題と捉えている項目について事前に問合

せを行っている状況が確認できた（表 5）。

特に装置のメンテナンス性については、ほ

とんどの企業で装置導入時に問合せがある

とのことであり、装置のメンテナンスに関

してどのような問合せがあるかを調査した

ところ、保守点検の方法やその頻度、緊急時

体制、保守費用や部品など消耗品の有無と

の回答が得られ（表 6）、事業体では保守点

検そのものに加え、緊急時にどのようなサ

ポートが受けられるかに関心があると見受

けられた。 

また、自動監視装置の維持管理について

は、中小規模事業体では 1～2 年に 1 回メー

表 4 企業が考える課題の重要度 

 a b c d e f g h

コスト ○ ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎

装置の 大きさ ○ △ △

維持管理性 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○

◎：最重要課題　○：重要課題　△：少し重要な課題
コストと装置の大きさはリンクしており、ただ小さくすればよいわけではない。

メンテナンスしやすいようにユニット化も考えているが、費用が増加するためバランスが難しい。

部品交換もメンテナンスの一環である。

メンテナンス負荷は作業員に委託することで軽減できるが、結果としてコストに反映されてしまう

メンテナンスには見えない費用がかかり、コスト削減にも限界がある。

給水末端では装置の大きさが重要となる

装置の過剰スペックによりコストが高くなっている場合がある

水質項目 測定場所
期待される

効果

導入の支障となる

課題点

残留塩素濃度 処理工程水 残留塩素管理 －

給配水 水質管理

コスト・スペース・維持管理

色度 原水 水質検査の省力化（1 －

処理工程水 － －

給配水 水質検査の省力化

水質管理

濁度 処理工程水 － －

給配水 水質管理

水質検査の省力化

紫外線吸光度 処理工程水 残留塩素管理（2 コスト・精度（7

給配水 残留塩素管理 コスト

アルカリ度 原水 水質管理（3 維持管理

処理工程水 － －

アンモニア態窒素 原水 水質管理

残留塩素管理

原水 水質管理 コスト・精度・維持管理

処理工程水 水質管理（4 コスト・精度・維持管理

臭気 原水 その他（5

事故対応

水温 給配水 水質検査の省力化 コスト

残留塩素管理 その他（8

水圧 給配水 管網解析（6 －

カビ臭物質 原水 事故対応 コスト・精度・維持管理

塩素要求量 原水 残留塩素管理 コスト・設置場所の確保

蛍光光度計 原水 水質管理 維持管理（9

色度 原水 水質検査の省力化

（1 現在手分析で行っている原水試験の自動化

（2 塩素注入量の適正化

（3 原水水質の変化に即応（薬品注入管理が予見的に行える）出来る

（4 粉末活性炭使用量の適正化、臨時水質検査頻度の抑制

（5 人の感覚に頼る部分を解消

（6 管網解析 直結給水引込み

（7 手分析値との校正方法、残留消費予測モデルの精度向上

（8 予測の実現性

（9 原水で使用した場合のメンテナンス内容、頻度等が未検証である

DBPs

（消毒副生成物）

水質検査の省力化

精度

コスト

コスト

コスト

コスト・精度・維持管理

表 3 自動監視装置の導入希望と導入の 

支障となる課題 

表 5 メンテナンスに関する事業体からの 
問合せ事項 

 

a b c d e f g h

保守点検方法・頻度 〇 〇 〇 〇 〇 〇

緊急時体制 〇 〇 〇 〇 〇

保守費用 〇 〇 〇

部品消耗品 〇 〇 〇

企業
問合せ項目
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カーへ保守点検を依頼しており負担には感

じていない一方で、保守点検に係る費用を

負担に感じている事業体が多かった。水質

計器のメンテナンスは、水道法第 22 条の 2

において、「水道施設を良好な状態に保つた

め、その維持および修繕を行わなければな

らない」と定められており、適切な維持管理

を行うことが求められている。また、「水道

施設の点検を含む維持・修繕の実施に関す

るガイドライン」 15）では、「水質計器を含

む計装設備は温度・湿度・ほこり等の環境条

件に影響されやすいなどの特徴を有してお

り、水道施設の円滑な管理を維持するため

には日常的又は計画的な点検により機能を

維持していくことが重要であり、点検頻度

は、動作環境、機器の使用、使用条件等を考

慮して決定する」とされていること、「水道

維持管理指針 2016」 16）では、計装設備に

おける定期点検の実施頻度を 1 年に 1 回程

度と例示していることや、小坂ら 17）の研究

において、自己メンテナンスは水質計器に

よらず 1 ヶ月以内、委託メンテナンスは 1

年以内に実施する割合が高いとの調査結果

が得られていることなどを考慮すると、保

守点検は中小規模事業体へのアンケート調

査結果と同様、1～2 年に 1 回は実施するこ

とが望ましいと考えられた。自動監視装置

のメンテナンスについては、大規模事業体

ではメンテナンス自体を負担と捉えている

事業体が多かったのに対し、中小規模事業

体ではあまり負担に感じていないとの調査

結果であり、この要因としては中小規模事

業体では水源水質が良好な事業体が多く、

装置への負荷が小さいためではないかと考

えられた。しかしながら、中小規模事業体で

は定期点検に係る費用を非常に負担と捉え

ており、経営規模が小さい中小規模事業体

では定期点検に係る費用が大きな負担とな

るため、水源水質や機器の動作環境など各

事業体の実情に即しながら、適切な頻度で

実施していくことが重要となる。 

自動監視装置の耐用年数や更新の基準に

ついては、企業ヒアリングより、企業が推奨

している使用年数は 7～15 年であるが、実

際には推奨する年数よりも 5 年程度長く使

用している事業体が多いのではないか（表

7）、装置の更新については、基盤等の部品

製造が終了した時点や、装置に錆や腐食等

が確認された時点で更新を推奨していると

の回答が得られた。自動監視装置の使用年

表 7 装置の使用年数 

推奨 実際 備考

a 7～10年 10～15年

部品の製造中止により製品生

産終了となることが多い。その

場合、最長5年間はメーカーで

保証対応を実施している。

b 8～10年 -

製造が終了した製品に関して

は部品・消耗品の供給期限も

判断材料となる。

c 10～15年 -

d 10～15年 -

製造から20年経過後には部品

の製造を終了している場合が

多く、10年を目途に更新計画

を立てることを推奨している。錆

や腐食等が確認された装置は

更新を推奨している。

e - -

f 7～8年 15年
基板の生産が終了した時点で

更新を推奨している。

g １０年 20年

h 7年 10年

製品自体の耐用年数は定めて

いない。コンデンサーの耐用年

数と合わせて更新推奨年数を

決めている。

表 6装置導入時における事業体からの 
問合せ事項 

 
a b c d e f g h

メンテナンス性 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

測定対象物質・精度 〇 〇 〇 〇

導入コスト 〇 〇 〇

維持管理コスト 〇 〇 〇

納入実績 〇 〇 〇

通信状況 〇 〇

装置の 大きさ 〇 〇

その他 〇 〇

企業
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数について、「水道事業におけるアセットマ

ネジメント（資産管理）に関する手引き」18）

に「必要な補修等を実施することにより法

定耐用年数経過後も一定期間は継続使用

（延命化）が可能と判断される場合や補強

により耐震性能を確保できると判断された

場合には、更新時期の設定に反映させる」と

あり、計器の延命化には適切なメンテナン

スが必須であることが確認できる。企業ヒ

アリングにおいても、実際の自動監視装置

の使用年数については、耐用年数やメーカ

ーが推奨する年数よりも長期に使用してい

る事業体が多いのではないかとの回答も得

られており、事業体では定期的なメンテナ

ンスを実施しながら計器の使用年数を伸ば

しているものと考えられる。自動監視装置

の耐用年数は地方公営企業法施行規則 19）で

10 年と設定されているが、日本水道協会が

実施したアンケート調査 16）では濁度計や残

留塩素計などの水質計器の平均使用年数は

17 年との結果であり、法定耐用年数を超過

して使用している事業体が多いことが示さ

れており、これはメーカーが推奨している

年数よりも 5～10 年程度経過して使用して

いるのではないかという今回の結果とも一

致していた。これらの結果を考慮すると、今

後も自動監視装置は適切なメンテナンスを

行いながら、可能な限り延命化を図ってい

くものと考えられ、より一層のメンテナン

ス性向上やランニングコストの低減が重要

になる。メンテナンス性を含め装置の性能

を向上させるためには、企業だけでなく、装

置を実際に運用している事業体の意見も重

要となるため、企業と事業体が一体となり

安価でメンテナンス容易かつ精度の高い自

動監視装置の開発を進めていくことが重要

となるだろう。 

 

2) 測定水質データの利活用 

事業体アンケート結果より、自動監視装

置により得られた水質測定データの利用目

的は、原水監視、薬品注入率の設定、浄水処

理方法の管理・変更および法定検査の 4 つ

に大別され（表 8）、特に薬品注入率の設定

に活用されている場合が多かった。水質項

目としては、pH、濁度および残留塩素濃度

の活用が多く、pH や濁度は凝集剤等の薬品

注入率の設定に、残留塩素は次亜塩素酸ナ

トリウムの注入量の設定にそれぞれ利用さ

れていた。一方、企業ではこれらデータを用

いて配水傾向の予兆を検知したり、装置の

具合を判断したり、浄水処理の早期対処や

薬品注入率の決定等の運転支援等に活用す

るなどしていたが、自動監視装置により測

定した水質データは事業体のものなので、

装置を導入しているからと言って企業がデ

ータを活用できるわけではないとの回答も

あり、データの入手が難しい状況も伺えた。

また、仮に水質データが自由に使えるとし

表 8 水質データの利活用 

原水

監視

薬品注

入率の

設定

浄水処

理方法

の管理・

変更

法定

検査

原水

監視

薬品注

入率の

設定

浄水処

理方法

の管理・

変更

pH 2（1（2 16 3（3 - - 4 -

アルカリ度 1（1 4 1（4 - - 2 -

アンモニア態窒素 - 3（5 - - - - -

かび臭 - 4（6 - - - - -

シアン 2（7 - - - - - -

水温 - 1 - - - 1 -

塩素要求量 - 2（8 - - - - -

残留塩素 - 31 - 5 - 17 -

色度 - - 3（9（10 4 - - -

濁度 - 24 11（7（9（11 5 1（7 10 1（13

電気伝導度 2（12 1 - - - - -

毒物 4 - - - - - -

油分 4 2 - - - - -

溶存オゾン - 1 - - - - -

（1 　原水水質異常の早期発見 （2 　藻類起因の日変動や日周変動による影響把握

（3　 アルミニウム対策 （4 　浄水処理が適正に行えるかどうかの判断基準

（5 　活性炭、次亜注入率の設定に利用 （6 　粉炭注入率の設定に利用

（7 　取水停止判断に利用 （8 　次亜塩酸ナトリウムの注入率の設定に利用

（9 　給配水停止の判断に利用 （10　膜ろ過管理、マンガン対策

（11　クリプトスポリジウム対策 （12　ヒ素対策、工場排水や融雪剤等の影響確認

（13　濁度上昇時には紫外線処理から急速ろ過に変更

大規模事業体 中小規模事業体

水質項目
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たら、運転制御の指標として利用する、運転

支援のために利用する、水質異常の自動検

知に利用するという回答も得られ、企業側

にデータ活用のニーズがあることが確認で

きた。 

大規模事業体へのアンケート調査にて、

データ解析や予測手法の開発等を目的とし

た外部機関（大学や研究機関）へのデータ提

供の可否について確認したところ、34％の

事業体で提供可能、34％の事業体で使用目

的等により判断する（要相談）との回答があ

り、約 7 割の事業体でデータ提供が可能な

体制であると考えられた（表 9）。しかしな

がら、約 2 割の事業体ではデータ提供不可

との回答であり、加えて、要相談と回答のあ

った事業体の中には、民間企業へのデータ

提供は行っていないとの回答も見受けられ、

民間企業へのデータ提供には一定のハード

ルがあることも確認できた。 

表 9 データ提供の可否 

 

 

自動監視装置により測定した水質データ

は、多くの事業体で専用端末での監視に限

るやパスワードを設定するなどのセキュリ

ティ管理を行ったうえで、閲覧できる職員

を制限していた（表 10）。また、測定水質デ

ータは多くの事業体で電子データにて 5 年

以上保存していた（表 11）。 

自動監視装置で測定されたデータは、電

子データとして 5 年以上保存している事業

体が多かったが、多くの事業体で測定デー

タを有効に活用できておらず、特に中小規 

表 10データのセキュリティ管理 

 

表 11 データの保存期間と保存媒体 

 

 

模事業体ではデータを蓄積するのみにとど

まっていた。一方で、企業の中にはこれらデ

ータを浄水処理の運転支援に活用している

企業もあり、測定結果（ビッグデータ）を活

用した技術開発は今後さらに進むものと考

えられた。しかしながら、企業側では測定デ

ータを入手することが難しく技術開発が進

まない現状も明らかとなった。大規模事業

体へのアンケート調査結果からも、外部機

関、特に民間企業へのデータ提供は難しい

と考える事業体が一定数存在し、民間企業

へのデータ提供にはハードルがあることが

確認されたが、AI 等による水質予測技術の

開発には事業体が抱えるビッグデータの情

報が必要不可欠であるため、ビッグデータ

を活用した技術開発を進めるためには、事

業体から如何にデータを提供してもらうか

が重要となる。各事業体がこれまで蓄えて

きた測定データは水道事業の財産であり、

有効に活用していけば様々な課題に対する

新たな視点からの解決策や方向性の提示に

回答 事業体 割合

可能 11 34%

要相談 11 34%

不可 6 19%

未回答 4 13%

合計 32 100%

一部職員に

限る
制限なし 合計

中央監視 6 0 6

専用端末 4 1 5

パスワード 4 2 6

生体認証 1 0 1

アクセス制限 2 0 2

特になし 9 3 12

合計 26 6 32

セキュリティ

アクセス可能職員

保存期間 事業体数 保存媒体 事業体数

5年 11 紙 1

10年 8 HDD 6

30年 1 ファイルサーバー 6

HDD容量 3 オンラインストレージ 1

永年 5 紙+DVD 2

特になし 4 紙+HDD 10

DVD+HDD 4

紙+HDD+サーバー 2
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つながると考えられることから、今後は官

民で協力しながらデータ提供が可能な体制

を整えていくことが重要となる。 

 

3) 残留塩素濃度の測定 

中小規模事業体では、コスト・地理的条件

から給水末端への残留塩素の自動監視装置

の導入は限定的であり、調査した事業体の

約半数が住民に委託することにより毎日検

査の測定を実施していた（図 16）。住民への

委託は昔から継続して実施している事業体

が多く、委託料は事業体によりバラつきは

あるものの、1 箇所当たり 1,600～4,000 円

／月程度と非常に安価であった。しかしな

がら、これらの事業体では小規模な給水区

域が点在しており、すべての箇所で検査が

必要となるため、一箇所当たりの委託料が

安価であっても事業体当たりの委託料とす

ると多額の費用となり、大きな負担になっ

ていると考えられた。加えて、委託者不在時

の欠測や、委託先の高齢化進行による将来

的な担い手不足を危惧している事業体も存

在していた。自動監視装置の導入はこれら

課題を解消する一手になると考えられたが、

中小規模事業体では地理的・コスト的制約

から給水末端への自動監視装置の導入が進

んでいないのが実情であり、中小規模事業

体において装置の導入を進めていくために

は、安価かつ設置が容易な装置の開発が求

められていた。 

給水末端における残留塩素濃度の目標値

はすべての事業体で 0.1～0.3mg/L の範囲で

定めており（図 17）、残留塩素濃度の測定を

個人へ委託している場合には、測定値がこ

の範囲外となった場合に即時報告してもら

うとのことであった。給水末端における残

留塩素濃度の管理には大規模事業体含め各

事業体苦労しており、残留塩素濃度が低下

した場合には、塩素注入量を調整したり捨

水したりすることで対応していた。大規模

事業体においては、有機物量の測定データ

を用いて残留塩素濃度の予測や管理を実施

している事業体も見受けられたが、中小規

模事業体では有機物量を連続測定している

事業体はなく、連続測定している水質項目

から残留塩素濃度の予測や管理を行うこと

は難しいと考えられた。また、中小規模事業

体においては、使用水量が少ないため滞留

時間を把握できない、連続監視装置がない

ため塩素注入量を調整しても適切に注入で

きているか即座に確認できない等の課題も

抱えていた。これら事業体において自動監

視装置の導入が進めば、各種課題の解決に

つながり、更には塩素注入量の適正化も図

られる、すなわち、装置を導入することでよ

り安全かつ経済的な配水運用が可能となる

と考えられる。 

中小規模事業体では適切な残留塩素濃度

管理を目的として追塩設備や残留塩素濃度

の自動監視装置の導入を希望する声も聞か

れたが、いずれにしてもコストが課題とな

り導入には至っていなかった。中小規模事

業体において残留塩素濃度の自動監視装置

の導入可能条件をアンケートにて調査した

ところ、図 18 に示すとおり最高で 500 万円

以内であればとの回答が得られた。加えて、

ヒアリング調査からは、個人委託と同程度

（例えば、5 年償却として 20 万円程度）で

あればとの回答が得られ、自動監視装置の

導入を進めていくためには、現状と同程度

かつ省スペースな装置の開発が求められて

いると考えられた。 
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図 16 給水末端における残留塩素濃度の 

測定形態 

 

図 17給水末端での残留塩素濃度目標値 

 

図 18 自動監視装置導入時のコストに  

関する要望 

4) 職員数について 

中小規模事業体へのアンケート調査結果

より、水道事業従事職員数は給水人口が増

加するにつれて多くなる傾向が確認できた

が、水質に係る職員数と給水人口や水道事

業従事職員数との間に一定の傾向は確認で

きなかった（図 19）。令和 2 年度水道統計

又は簡易水道統計よりアンケート調査を実

施した事業体の給水人口、水道事業従事職

員数、浄水場数および配水池数（施設数と表

記。）と給水面積を抽出し、これらの関係性

を確認したところ、施設数や給水面積と水

道事業従事職員数の間に一定の傾向は確認

できず、水道事業従事職員数は管理してい

る施設数や給水面積によらず、給水人口の

みに依存していることが確認できた（図

20）。これは、多くの場合、水道事業従事職

員数が地方公共団体の定員数の内数で定め

られており、この定員数が人口や面積等を

用いて管理されているためと考えられた。

一方、施設数や給水面積に着目すると、水道

事業従事職員 1 人当たりの施設数は大規模

事業体では 0.5 施設／人であるのに対し、

中小規模事業体では 2.9 施設／人と約 6 倍

の差が、水道事業従事職員 1 人当たりの給

水面積は大規模事業体では 1.3km2／人で

あるのに対し、中小規模事業体では

13.4km2／人と約 10 倍の差があり、中小規

模の事業体では大規模の事業体と比べて少

ない職員で広範かつ多数の施設を管理しな

ければならない状況にあることが確認でき

た。中小規模事業体では日常的に少数で水

個人委託

16

53%

業務委託

2

7%

職員

8

27%

自動監視装置

4

13%

回答数

30

0.1mg/L

17

59%

0.1～0.2mg/L

10

34%

0.2～0.3mg/L

2

7%

回答数

29

2 2 2 2 2

3

0

1

2

3

4

事
業

体
数

0

2

4

6

8

10

12

0

8

16

24

32

40

48

0 2 4 6 8 10

水
質
に
係
る
職
員
数
（
人
）

水
道
事
業
従
事
職
員
数
（
人
）

給水人口（万人）

水道事業従事職員数 水質に係る職員数

図 19 給水人口と水道事業従事職員数  

又は水質に係る職員数との関係 

24



 

質管理や工事管理に至るまで多岐にわたる

業務を担当しなければならず、現状何とか

やりくりしている状態であるが、今後、ベテ

ラン職員の退職や人事異動等により技術力

が損なわれることがあれば、適切な水質管

理を行うことは難しくなる可能性がある。

将来にわたり適切な水質管理を行うために

は、給水人口にとらわれず、事業を運営する

うえで最適な職員数について検討していく

ことが重要となるだろう。 

 

 

 

②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

1) 連続測定可能な(代替)水質指標 

微生物の測定では、大部分の大腸菌が特

異的に保有する酵素活性を指標とした大腸

菌の迅速測定法の開発例、オンライン型フ

ローサイトメトリーを用いた全菌数のリア

ルタイム連続測定手法が報じられていた。

また、アデノシン三リン酸（ATP）法、各種

バイオセンサー、マトリックス支援レーザ

ー脱離イオン化(MALDI-TOF MS)による

微生物種の同定法が迅速検出法として挙げ

られた。そのうち、糞便汚染指標として、ほ

とんどの大腸菌に固有である β-D-グルクロ

図 20 水道事業従事職員数との関係（上：給水人口 中：施設数 下：給水面積） 
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ニダーゼ活性を連続測定し、自動採水に適

用する事例が見られた。クリプトスポリジ

ウム等の病原体との相関性が高く、汚染イ

ベント発生時の採水が最適化できると考え

られた。 

溶存有機物については、三次元励起蛍光

スペクトル法（EEM: three dimension 

excitation-emission matrix）により溶存性

有機物のデータを網羅的に取得し、多変量

解 析 の 一 種 で あ る 平 行 因 子 分 析

（PARAFAC: Parallel Factor Analysis）や

主成分分析（PCA: principal component 

analysis）を用いて個々の蛍光ピークを分

離、同定する手法が発展しており、各種の溶

存有機物の挙動解析や汚染源の推定など精

力的な適用が行われていた。地表水の水源

を対象とした EEM-PARAFAC 解析の適用

では、溶存有機物の構成や存在状況・季節変

動を捉えることが可能であること、そのう

ち、トリプトファン様物質は大腸菌との相

関を有することが示された。これらより、

EEM-PARAFAC 解析は水道の水質管理に

おいて留意すべき溶存有機物群（例えば消

毒副生成物前駆物質であるフミン様物質等）

を対象とした連続監視にも適用できる可能

性がある。 

 

2) 新規水質センサーの開発動向 

新規水質センサーの開発の方向性は、①

先端化学材料等を用いた新規センサー開発、

②既存のセンサーを組み合わせた新規対象

物質への適用であった。 

前者として、グラフェン様物質を用いた

水質センサーの開発が進展しており、これ

までに鉛、水銀、硝酸塩、有機リン、六価ク

ロム、抗菌剤、病原体（大腸菌、ロタウイル

ス）等が対象となっていた。今後の課題とし

て、分析対象の拡大、センサーの再設定・再

利用性、長期安定性、現場での校正が挙げら

れた。現時点では分析感度や安定性の確保

など、研究開発上の課題が見受けられたも

のの、グラフェン様物質を用いた水質セン

サーは、基準電極が必要ではない、薬品を要

しないオンライン水質分析への展望が今後

有望であると考えられた。 

また、電気化学センサーを用いた水中の

消毒副生成物の検出事例では、対象物質の

ほとんどはトリクロロ酢酸であり、グラフ

ァイト等の炭素電極が使用されていた。今

後の課題として、他の消毒副生成物への適

用、認識たんぱく質や酵素類の長期的な保

持、応答時間の明確化と短縮が挙げられて

おり、技術的な課題が大きい状況にあった。 

後者として、市販のマルチ水質電極を用

い、フィコシアニンおよびクロロフィル a

を指標とした藍藻類の連続監視の事例があ

った。大腸菌や腸球菌など糞便汚染指標と

して規制される細菌類のオンライン連続測

定に対するニーズは高く、既往のセンサー

技術のうち、トリプトファン様物質を対象

とした蛍光検出法やバイオセンサー法の実

用化が有力と考えられた。 

 

3) 水質変動の早期予測等測定データ利活用 

水道原水・浄水処理・送配水の各プロセス

において、水質管理上で留意すべき水質項

目を対象とした測定データの活用が行われ

ていた。原水では、藍藻類やかび臭、濁度の

予測事例が報じられていた。浄水処理では、

処理条件の最適化や自動化、オゾン処理や

活性炭ろ過の処理性能予測が行われていた。

送配水では、残留塩素や消毒副生成物に代
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表される水質変化の予測や、汚染による水

質異常の検知に関する検討が多く報告され

ていた。多くの場合、長期間の測定データを

用いた機械学習の手法が適用され、高い予

測精度が実現できており、古典的な時系列

分析モデルよりも高精度であるとされた。 

水道水源・浄水処理工程・送配水過程にお

いて、オンライン測定データの利活用によ

る多様な水質予測や自動制御が試みられて

おり、実用化・商品化されている技術も一部

に見受けられた。 

深層学習に代表される機械学習を用いた

水質予測モデルの開発により、水道水源の

水質予測や、浄水場の浄水量予測が試みら

れていた。データセットの質や量、データ前

処理に依存するものの、深層学習モデルに

よる予測精度は全般に高く評価されており、

中でも短期長期記憶（LSTM）モデルの予測

精度は優れていた。 

オンライン測定データを有効に活用する

ことで、浄水場の運転管理や水質管理に加

えて、漏水管理・水圧管理、水需要予測、バ

ルブの異常検知など、水道事業に係る広汎

な業務を支援できると考えられる。 

 

4) リモートセンシング・ドローン技術の活用 

水道水源の水質管理に関して、各国で懸

案となっている藍藻類を対象とした研究例

が数多くみられた。クロロフィル a やフィ

コシアニンといった藍藻類の代替指標、増

殖因子の一つである窒素やリンを対象とし

た研究事例がみられた。一方、他の有害化学

物質や病源微生物の監視を試みる事例は限

られていた。また、集中豪雨時の土壌流出を

予測し、脆弱な水源地域を推定する、水源で

の高濁水の発生を予測する事例が複数報告

されていた。これらの適用事例は限られる

ものの、豪雨時に土壌の流出が生じやすい

水源水域を事前に特定することで、将来的

な豪雨災害への予防対策を講じることがで

きると考えられた。 

水道施設の健全性調査については、人工

衛星、航空機、ドローン等を活用し、管路等

の漏水調査を短期間・省力・省コストで実施

する事例が多くみられた。また、地中レーダ

を用いて地下埋設物の所在を確認する調査

事例が複数報告されていた。人工衛星に限

らず有人・無人航空機やドローン等の様々

なプラットフォームを活用し、水道管路や

開水路等の漏水調査、地下埋設物の存在調

査、水源水域における監視等が行われてお

り、調査目的や対象の規模に応じて、適切な

プラットフォームならびに使用可能なセン

サーを選択することが重要と考えられた。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と測

定手法の開発 

1) 連続測定可能な水質指標に関する文献調査 

「水道」「連続モニタリング」等のキーワ

ードで検索を実施した結果、連続的なモニ

タリングが行われていない新たな事例とし

て三次元蛍光分析、GC/MS、蛍光光度、魚

類を用いたバイオアッセイ、イオンクロマ

トグラフィーなどが確認された。具体的に

は、GC/MS は従来から利用されている臭気

物質の連続モニタリングに加え、原油をは

じめとする油類の分析や消毒副生成物の連

続モニタリングにも活用されている事例が

あり、蛍光分析では、藻類の連続モニタリン

グや三次元蛍光分析による消毒副生成物前

駆物質の連続モニタリングなどの事例があ

った。このうち、実用可能性の最も高いもの
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として、本研究では三次元蛍光分析を選定

した。三次元蛍光分析の連続モニタリング

に関する事例は国内では限定的であったこ

とから、海外での導入事例について調査す

るため、PubMed を利用して文献調査を実施

した。“EEM Drinking water”および“EEM 

water”のキーワードで検索を実施したとこ

ろ、2018 年以降、“EEM“ &”Drinking water”

では 60 件の文献が該当し、年間 10 件程度

の文献が公表されており、それ以前と比べ

ると研究事例が増えてはいるが、水道に関

連した知見は限定的であった。また、“EEM

“ &”water”では 503 件の文献が該当し、

年間 100 件以上の文献が公表されており、

特に 2018 年以降、水分野において三次元蛍

光分析を活用した研究事例が顕著に増加し

ていることが確認できた。2022 年に公表さ

れた 131件の文献のうち 74件が水処理に関

係する文献であり、水処理以外にも畜産、食

品など様々な分野で三次元蛍光分析の手法

が活用されていた。また、74 件のうち 22 件

はこれまで水処理分野で主な対象とされて

いた天然有機物（NOM）以外の物質を対象

とした文献であり、水処理の分野でも三次

元蛍光分析が広く活用されていることが確

認できた。水道分野における研究事例とし

ては Water Research に 8 件、Chemosphere に

7件、Science of the Total Environmentに8件、

そ の 他 に Environmental Pollution 、

Spectrochimica Acta Part A 等の複数の文献が

掲載されており、これらの内容を精査した。

水道分野で参考になる知見として、Water 

Research では、DOM の季節変動やこれに伴

う消毒副生成物の挙動に関する知見が多か

った。例えば、TahirMaqbool（2020）20）では

三次元蛍光分析を用い、深川市（中国）の 3

つの浄水場において腐植様物質（C1）とタ

ンパク様物質（C2）の 2 つのコンポーネン

トに着目し、これらの季節変動や浄水処理

過程における除去性について継続的な調査

を実施した。その結果、雨季は腐植様物質が

多い一方、乾季はタンパク様物質が多く、腐

植様物質は化学的処理および塩素処理によ

って良好に除去され、タンパク様物質は物

理的処理によって優先的に除去されること

が示されていた。これは三次元蛍光分析で

水源に存在する DOM の季節的変動とこれ

らの除去性の評価が可能な事を示している。

Tahir Maqbool（2020）21）では、中国南部の

10 の浄水場において N-ニトロソアミンと

N-ニトロソジメチルアミン生成能（NDMA-

FP）を評価しており、原水および浄水の

NDMA-FP は雨季では低く、乾季では高い

ことを示し、EEM-PARAFAC 解析を活用す

ることで、雨季には腐植様物質（C1）が主

要であるのに対し、乾季にはタンパク質様

成分（C2）が主要であり、多くの N-ニトロ

ソアミンはタンパク様物質（C2）と強い関

連性があり、連続的な三次元蛍光分析によ

り消毒副生成物の季節変動や原因物質の変

化を評価できることを示している。また、

Weixin Shi（2021）22)は、上水および下水分

野の DOM 評価における三次元蛍光分析と

高分解能質量分析のレビュー論文であり、

34 の論文を引用し DOM の評価における

EEM-PARAFAC解析やFT-ICR-MSの重要性

を示すとともに、DOM の組成の変化や各処

理工程における除去性の評価に三次元蛍光

分析が有用なツールであることを示してい

る。Chemosphere では Water Research 同様、

DOM の特性や浄水処理プロセスにおける

除去性に関する論文が見られたが、Lei Li
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（2020）23）では、工水を対象として消毒副

生成物生成へのバイオフィルムの寄与につ

いて検討している。バイオフィルムを約半

年間にわたって培養し、連続的に三次元蛍

光分析を実施することで消毒副生成物の前

駆物質はタンパク様成分（約 90％）、腐植様

成分（約 10％）となり、特にトリプトファ

ン様物質はDBP生成能と強い相関関係を示

していた。この研究では EEM-PARAFAC 解

析によってバイオフィルム構成成分の生体

分子特性の監視が可能であり、本解析がバ

イオフィルム由来の微量な有機物から生成

する消毒副生成物の予測にも有用であるこ

と を 示 し て い る 。 Science of the Total 

Environment では、他のジャーナル同様、

DOM のモニタリングや季節変動、浄水処理

過程における消毒副生成物との関係性につ

いて論じている研究が多く見られたが、

Yunpeng Wang（2021）24)では三次元蛍光分析

を用いて、浄水処理過程におけるニトロソ

アミン（NA）生成に関して Microcystis 

aeruginosa （ M.aeruginosa ） と Cyclotella 

meneghiniana（C.eneghiniana）の 2 つの藻類

の寄与について調査している。反応時間、藻

類細胞濃度、クロラミン濃度、藻類細胞成分

（細胞破片（CD）、細胞内有機物（IOM）、

細胞外有機物（EOM））を評価し、反応時間

と藻類細胞濃度がNA生成に寄与しており、

特に可溶性微生物代謝物（SMP）とタンパク

様物質が主要な細胞成分であることを三次

元蛍光分析より明らかにし、藻類由来の有

機物の解析についても三次元蛍光分析が有

用であることを示している。また、Tahir 

Maqbool（2021）25）では、三次元蛍光分析を

用いて蛇口水の連続的なモニタリングを実

施し、蛇口水から検出される DOM は雨季

には腐植物質が多く、乾季にはタンパク質

様の物質が優勢であることを示している。

また、DOM の組成と濃度から水源の違いも

評価できることを示しており、季節変化や

水源の特性を考慮した浄水処理の運転条件

最適化に三次元蛍光分析が有用なツールに

なることを示している。 

水道に直接関連する事例以外でも

Yuanzheng Zhang（2021）26）では、三次元蛍

光分析を用いて畜産由来の地下水汚染評価

を行っている。地下水は汚染度が異なる 3

つのクラスターに分類でき、トリプトファ

ン様物質と NO3-の汚染がクラスターごと

に異なっていることを明らかにし、畜産由

来の地下水汚染を特定、監視することが可

能であると結論付けている。文献調査の結

果、三次元蛍光分析は、海外ではこれまで研

究が行われてきた原水中に含まれる天然の

DOM の特性把握やそれらに由来する消毒

副生成物の評価だけでなく、バイオフィル

ムや藻類由来の有機物の特性把握、消毒副

生成物の生成ポテンシャルや硝酸態窒素の

ような畜産由来の汚染の特定および監視に

も活用されている。今回の文献調査の結果、

本研究と関係性の高いと考えられた論文の

多くが中国で実施された研究であり、我が

国の水道事業体への適用可能性については

装置の確保や測定体制など課題も多いと考

えられた。 

国内では木村（2020）27）において、山間

部の浄水所における降雨時のフミン質に由

来する消毒副生成物の水質基準値超過に対

するリスク解消のために三次元蛍光分析を

活用している。蛍光強度と色度及び消毒副

生成物の生成能の関係性や生成能を推定す

る式の導出により、色度による生成量の制
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御を可能とし、消毒副生成物の生成量の制

御に活用している事例が紹介されている。

春田（2020）28）では、三次元蛍光分析を活

用することで、桂川において下水処理場放

流水からのタンパク質様ピークを有する蛍

光負荷が大きいことを明らかにしている。

浄水処理過程にて分解・除去される蛍光物

質は、塩素系トリハロメタン生成能の減少

と相関があることも示しており、粒状活性

炭（以下 GAC）処理水の蛍光強度は GAC 

の適切な品質管理の指標の一つとして活用

できる可能性や水質事故による異常の有無

および影響範囲の迅速な判断に活用できる

ことを紹介している。春田（2021）29）では、

三次元蛍光分析法を活用して、A 重油、軽

油、灯油の 3 種について EEM-PARAFAC 解

析により成分の分離に成功している。精製

水、原水に油類を添加した実験でも高い相

関性が得られており、揮発により一部成分

の減少を認めているが、揮発後も一定の規

則性が見られ、迅速な判別が可能であるこ

とを示しており、水質事故における有用な

ツールとなり得ることを紹介している。文

献調査の結果、海外では三次元蛍光分析が

汎用性の高い分析ツールとして広く研究に

活用されているが、国内での活用事例は限

定的であることを示す結果となった。 

 

2)連続測定可能な水質指標に関する実施に

関するヒアリング 

オンラインかび臭モニターは確認できた

範囲で神奈川県、神奈川県内広域水道企業

団、横浜市、千葉県、東京都、北千葉広域水

道企業団、埼玉県、釧路市で導入されてお

り、比較的多くの事業体で連続モニタリン

グが実施されていた。運用状況を確認でき

た千葉県、神奈川県内広域水道企業では、水

質基準値があるかび臭原因物質の 2-メチル

イソボルネオール（2-MIB）とジェオスミン

のみを測定対象としており、埼玉県では同

様の装置を用いた消毒副生成物の連続測定

を実施していた。 

三次元蛍光分析による連続測定を実施し

ている事例として、沖縄県企業局と大阪市

水道局を選定し、ヒアリングを実施した。沖

縄県企業局では一部の浄水場で消毒副生成

物の濃度が高く、浄水工程において濃度を

低減する必要があることから、全有機炭素

（TOC）と電気伝導率の連続測定データを

用いることでトリハロメタン生成能を予測

し、ポリ塩化アルミニウム（PACl）注入率

等の決定など運転管理に利用していた。三

次元蛍光分析については、その代替として

消毒副生成物の予測への活用を目指して調

査研究が実施されており、実用には至って

いなかった。大阪市水道局では消毒副生成

物の予測以外にも様々な項目に三次元蛍光

分析を活用していた。消毒副生成物の予測、

水質事故等に対応できる新たな手法を検討

した結果、三次元蛍光分析により消毒副生

成物の予測精度の向上の事例が報告されて

いることや吸光度およびTOC等とは異なる

物質を同定可能な分析方法であることから

三次元蛍光分析を導入したが、高度浄水処

理で消毒副生成物の前駆物質の除去が可能

であり、各処理工程における消毒副生成物

や関連する前駆物質の挙動が一度把握でき

れば常時監視の必要性が低いことから連続

的なモニタリングは実施していなかった。

また、消毒副生成物以外の活用方法を積極

的に検討し、水質事故等による油類の流入

を想定した検討を進め、三次元蛍光分析が
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油類の種類の特定等の検証に有用であるこ

とを報告している。一方で、油類の検出後に

適切な対応を取るためには取水施設等でモ

ニタリングする必要があるものの、三次元

蛍光分析装置は設置場所等が制限されるこ

とから常時監視への適用には至っていない

という課題が明らかとなった。加えて、油類

に関しては臭いが問題となるが、三次元蛍

光分析の油類の検出感度は臭気試験や官能

試験等と比べて必ずしも十分ではないなど

の課題も明らかになった。今後、水道事業体

において三次元蛍光分析を導入する際の課

題として、PARAFAC 解析を実施する場合に

は一定数のサンプルが必要であること、解

析に煩雑な操作が必要なことから有効に活

用できる事業体は限られることや現時点で

は装置が高価であることから単一の項目を

モニタリングする目的での導入は難しく、

装置のコストダウンや複数項目のモニタリ

ングを活用するなどの工夫が必要なことが

明らかとなった。 

3) 三次元蛍光分析に関する実測調査 

三次元蛍光分析の実用性を検証するため

蛇口水を連続的に採水し、測定を実施した。

採水期間において、大きな水質事故はなく、

事故による水質変化の検証は行えなかった。

降雨の影響に関しては積算雨量が 100 mm

を超える継続的な降雨が確認され、蛇口水

の水源となる河川ではダムの放流も行われ

た。降雨後、蛇口水では腐食性物質に対応す

るコンポーネント（C1）に顕著な増加が認

められ、降雨やダム放流による水質変動を

蛇口水でも検出可能であることが示された。

浄水場における実用性の検証では、1 日 2 回

の頻度で採水を実施し、降雨が予想される

時期には頻度を上げて採水を実施した。採

水後、降雨状況、ダムの放流状況などを考慮

して試料を選定して、分析を実施した結果、

高温期、中温期のいずれの時期においても

これまで対象流域で実施した三次元蛍光分

析で確認された 3 つのコンポーネントが確

認された。今回の採水では高温期に 1 回、

中温期に 2 回の台風の接近もあり、比較的

強い降雨とそれに伴うダムの放流が実施さ

れた際に採水が実施でき、降雨時には原水

中の C1 の増加が顕著に認められ、降雨後に

も高い値を示す事例が確認された。浄水で

は降雨に伴い原水中の C1 が上昇した場合

には、浄水中の C1 にも同様の傾向が認めら

れた。具体的には、通常時における C1 の浄

水処理における除去率は 50％程度であった

が、降雨時おいては 80％程度と通常時と比

べて高い値を示した。水道事業体では有機

物の指標として 260 nm における吸光度

（E260）や TOC を連絡的に測定している例

が多いが、今回の検討では E260 や TOC で

は捉えることのできない水質的な変化や浄

水処理性を捉えることができ、降雨時の浄

水処理が適切に実施され、有機物が除去さ

れていることが示された。また、C1 は晴天

時における pH の日周変動や降雨初期にお

ける電気導電率とも連動しており、これま

で水道原水の監視で連続モニタリングが行

われている濁度、電気伝導率、pH、UV-Vis

等では把握できない有機物の評価が可能で

あることが示された。 
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（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

1.相模原浄水場-西谷給水地点間の残留塩

素低減量予測モデルの構築 

1-1.ブロックサイズがモデル精度に与える影響 

データセット A 中、入力を残留塩素低減

量、電気伝導度および水温とし、出力を 6 時

間後の残留塩素低減量とした際に、ブロッ

クサイズがモデル精度に及ぼす影響を検討

する。 

図 21 に上和田給水地点および西谷給水

地点におけるブロックサイズと RMSE の

関係を示す。図 21 を見ると、ブロックが 12

〜48 時間において、すべてのプロットが目

標精度である実測値±0.025 mg/L以内に収

まっていた。特に、ブロックを 24 時間に設

定した際に、最も高い精度が得られた。この

結果は、対象とした地域では、水質変動パタ

ーンが 24 時間周期であることに起因する

と考える。本研究では、以後の検討におい

て、モデル構築時のブロックを 24 時間に設

定した。 

 

図 21 ブロックサイズと予測誤差の関係 

図 21 中、上和田給水地点と西谷給水地点

を比較すると、どの条件も上和田給水地点

がより低い予測精度を示した。上和田給水

地点は浄水場から比較的近く、残留塩素濃

度低減量が低いことから測定誤差が大きく

なったものと推測する。 

上和田給水地点および西谷給水地点のブ

ロックを 168 時間に設定した際、および西

谷給水地点のブロックを 48 時間に設定し

た際に、モデルの出力が出来なかった。これ

はパラメータが複雑になったことで、モデ

ルが収束しなかったことが原因と考えられ

る。 

1-2.予測期間がモデル精度に与える影響 

モデルの出力となる予測期間は、浄水場

職員からヒアリングした上で 3、6、12 およ

び 24 時間をそれぞれ検討した。本研究で対

象とした給水地点は、平均的な滞留時間が

6 時間程度であることが事前調査で明らか

になっている。予測結果に応じて浄水場出

口での次亜塩素酸の注入制御を実施するに

は、6 時間先の予測結果が少なくとも必要

となる。 

入力を残留塩素濃度低減量、電気伝導度

および水温とし、出力を 3、6 および 12 時

間先の残留塩素濃度低減量とした際のモデ

ル精度を図 22 に示す。両方の給水地点共に、

予測時間の増加に伴って精度が徐々に悪化

する傾向が得られた。予測時間を 12 時間に

設定した際に、RMSE は 0.020 mg/L を示

したが、実測値と予測値の散布図（図 23）

から、一部のプロットにおいて実測値±

0.025 mg/L から逸脱する点が観察された。 

 

図 22 予測時間と予測誤差の関係 
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図 23 上和田給水地点における 12時間後

の残留塩素低減量 予測モデルの精度 

 

図 24 上和田給水地点における 6時間後 

の残留塩素低減量 予測モデルの精度 

予測時間を 6時間に設定した際（図 24）に、

2 点を除いたすべてのプロットが実測値±

0.025 mg/L 以内に収まったことから、より

高い精度で予測するには予測時間 6 時間が

望ましいことが分かる。 

また、図 21 と同様に、図 22 中、上和田

給水地点は西谷給水地点と比較して、どの

条件でもより低い予測精度を示した。以上

の結果から、現場で必要とされる 6 時間先

の残留塩素濃度低減量を予測できることが

示された。 

井上ら 5）は、天候、水量、水質および初

期残留塩素濃度を入力としたニューラルネ

ットワークにより、予測誤差 0.0806 mg/L

を達成した。松本ら 6）は、機械学習と化学

反応モデルのハイブリッド化により、予測

値誤差 0.048 mg/L を達成した。本研究で

構築した 6 時間先の残留塩素濃度低減量を

予測するモデルの予測誤差は 0.008 mg/L

であり、LSTM による予測精度は上述した

既存の機械学習モデルと比較してより高い

ことが示された。 

 

1-3.入力項目が予測精度に与える影響 

これまで、入力には残留塩素濃度低減量

の他、一般的な水質項目である電気伝導度

と水温も使用してモデルを構築してきた。

続いて、モデル構築に最小限必要となる項

目を検討するために、各項目の予測精度に

対する影響を分析した。 

入力項目中、残留塩素濃度低減量、電気伝

導度および水温から、電気伝導度を削除し

た場合、水温を削除した場合、電気伝導度と

水温を削除した場合の 4 条件で 6 時間後の

残留塩素濃度低減量を予測するモデルを構

築し、予測精度を比較した結果を図 25 に示

す。 

図 25 の通り、入力項目を 3 項目（残留塩

素濃度低減量、水温、電気伝導度）から 1 項

目（残留塩素濃度低減量）に減らした際に、 

 

図 25 入力項目が予測精度に及ぼす影響 
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RMSE に大差が見られなかったことから、

水温と電気伝導度がモデル精度に及ぼす影

響が小さいことが分かる。残留塩素濃度低

減量を予測する物理モデルについて検討す

る既往研究において、水温や電気伝導度を

環境因子とする研究が散見されるが、

LSTM により構築したモデルは、これらの

環境因子を参照せずに、残留塩素濃度低減

量の経時変化のトレンドを捉えることで、

将来を予測していると推測される。本研究

により、予測モデルの構築にあたって、残留

塩素低減量の情報のみで十分な精度のモデ

ルが構築できることが明らかになった。 

 

1-4.データ量が予測精度に与える影響 

モデル構築に必要となるデータ量（デー

タ蓄積期間）について検討する。入力項目を

残留塩素濃度低減量として、6 時間後の残

留塩素濃度低減量を予測するモデルを構築

した。 

モデル構築にあたって、年度毎に使用す

るデータを 12 ヶ月分から 1 ヶ月ずつ減少

することで、データ量がモデル精度に及ぼ

す影響を検討した。なお、異常値の出現にあ

たって年および月に偏りがないことを確認

している。データの減量については 3 月か

ら 4 月にかけて 1 ヶ月ずつ減らした P1 と

4 月から 3 月にかけて 1 ヶ月ずつ減らした

P2 について、それぞれ検討した。2014 年

から 2018 年の 5 年分実施した際の平均値

を図 26 および図 27 に示す。 

上和田給水地点（図 26）および西谷給水

地点（図 27）ともに、3 月から前年の 4 月

まで 1 ヶ月ずつ遡って学習データを減少し

た際（P2）に、4 ヶ月分まで同定度の精度

を維持した一方で、3 ヶ月分になると急激 

 

図 26 上和田給水地点における学習デー

タ数が予測精度に及ぼす影響 

 

図 27 西谷給水地点における学習データ

数が予測精度に及ぼす影響 

に精度が悪化した。この傾向は 3 月から 4

月まで 1 ヶ月毎データを減らした際（P1）

でも同様の傾向が観察された。これらのこ

とから、本研究で使用したデータについて、

最低でも 4 ヶ月間の学習データが最低限必

要となることが示唆された。 

西谷給水地点（図 27）において、P1 条件

下で 4 ヶ月間（12 月～3 月）学習した際の

モデル精度が他の結果と比較して顕著に低

いことがわかる。おそらく 12 月から 3 月の

データが他とは異なるトレンドを示したこ

とが原因と考える。これらの結果から、デー

タによってモデル精度が変化することが明

らかになったと共に、モデル構築に用いる

データによっては、さらに長期間のデータ

セットを用いてモデル構築を行う必要性が

示された。 
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1-5.学習データの質が予測精度に与える影響 

本研究で用いたデータでは、精度の高い

モデル構築に 4 ヶ月間の学習データが必要

となることが明らかになった。4 ヶ月間の

学習データについて、開始月と終了月を変

化させてモデル構築することで、精度の悪

化を誘発するデータ群を探索した。 

1 年のデータを 4 ヶ月毎に区切ることで

12 パターンの学習データを準備し、モデル

構築に用いた。2014 年から 2018 年の 5 年

間について年度毎にモデルを構築し、各パ

ターンにおける精度の平均値を算出した。

予測には入力値、出力値共に残留塩素濃度

低減量を用いた。 

 

図 28 上和田給水地点における学習デー

タの時期が予測精度に及ぼす影響 

 

図 29 西谷給水地点における学習データ

の時期が予測精度に及ぼす影響 

 

上和田給水地点の結果を図 28、西谷給水

地点の結果を図 29 に示す。4 ヶ月間の学習

データであっても、用いたデータ期間によ

って精度が異なることが明らかになった。

本研究では、上和田給水地点、西谷給水地点

共に、4 月から 7 月の 4 ヶ月間のデータを

学習データとして使用した際に、最も高い

精度が得られた。一方で、上和田給水地点で

は 6 月から 9 月にかけて夏期間のデータ、

西谷給水地点では 11 月から 2 月にかけて

冬期間のデータを学習データとして使用し

た際に、モデル精度が低くなることが明ら

かになった。 

精度に影響する学習データ特性を検討す

るため、特に精度が高いモデルおよび低い

モデル構築に用いた学習データについて、

最大値、最小値、中央値、四分位値をそれぞ

れ算出した結果を図 30 に示す。 

 

図 30 高精度および低精度モデルの 

学習データ特性 

テストデータとして本研究では 2019 年

のデータを用いたが、特に精度が高かった

4 月から 7 月のデータの分布とテストデー

タの中央値、四分位値がほぼ一致している

ことがわかる。一方で精度が低かった学習

データは、中央値、四分位値がテストデータ

と大きくずれていた。これらの結果からモ

デルの適用にあたって、学習データとテス
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トデータの中央値、四分位値を比較するこ

とで、モデルの適否を迅速に評価できる可

能性が示唆された。 

 

1-6.相模原浄水場-西谷給水地点間の残留

塩素低減量予測モデル構築の結論 

本研究では、時系列の濃度変化の傾向を

LSTM アルゴリズムにより学習することで、

数時間先の残留塩素濃度を推測できる予測

モデルの構築を目的とした。また、他の自治

体での適用可能性を示すためにモデルの構

築に必要最小限のデータ量を検討した。 

モデル構築にあたって最適なブロックは

24 時間であり、誤差目標値±0.025 以下に

収めるには、予測時間を 6 時間以下にする

必要があることが判明した。 

モデル構築に必要最小限のデータ量は 4

月～7 月の 4 ヶ月間の残留塩素濃度低減量

であることがわかった。この期間のデータ

を学習データに用いたとき、高い精度のモ

デルが構築できた。以上より残留塩素濃度

の 1 時間間隔の時系列データが 4 ヶ月分準

備できれば、6 時間先の残留塩素濃度を

LSTM により予測できることがわかった。 

 

2.予測モデル構築フローの汎用性検討 

2-1.名護浄水場の給水系 

 6時間先の喜瀬調整池における残留塩素

濃度低減量予測モデルの精度および経時変

化を図 31 に、本部調整池における残留塩素

低減量予測モデルの精度および経時変化を

図 32 に示す。図 31 中、ほとんどのプロッ

トが±0.025 mg/L以内に収まったことから、

喜瀬調整池では高い精度で残留塩素低減量

の予測に成功した。図 32 から、本部調整池

も同様にほとんどのプロットが±0.025 

mg/L 以内に収まった一方で、経時変化にお

いて、予測値が実測値（移動平均値）の 6 時

間後を追う「予測の後追い現象」が散見され

た。後追いの発生は、実質的に、予測が出来

ていないことを示すものである。 

 

 

図 32 名護−本部モデルの精度：（上）実

測値と予測値の差、（下）時系列変化 

 

 

図 31 名護−喜瀬モデルの精度：（上）実

測値と予測値の差、（下）時系列変化 
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沖縄県企業局の協力のもと、本部調整池

を現地視察した結果、本部調整池の給水地

域は自己水源を有する自治体が多く、2019

年以降に新型コロナの蔓延に伴って水使用

量が減少した際に自己水源に切り替えたこ

とにより、企業局からの水供給量が急減し

た可能性が判明した。本部調整池からの供

給量が急減したため、滞留時間の周期トレ

ンドが変化し、予測精度が低下したものと

推測する。LSTM の適用にあたっては、滞

留時間の周期トレンドを学習していること

から、水源の切り替えなどの人的な変化が

あるような水系では、予測モデルの構築が

難しいことが明らかになった。 

 

2-2.石川浄水場の給水系 

 6 時間先の石川−山城モデルの経時変化

を図 33 に、石川−東恩納モデルの経時変化

を図 34 に示す。両モデル共に、予測値が実

測値（移動平均値）の 6 時間後追う後追い

現象が発生しており、特に石川−東恩納モデ

ルでは、実測値ではピークが存在しない場

所に予測値のピークが観察される箇所が複

数観察された。ただし、二箇所の配水池では

本部調整池のように自己水源を使用してお

らず、人為的な給水量変化が影響したとは

考にくい。山城調整池および東恩納調整池

は、石川浄水場からポンプ輸送で配水され

ており、通常は夜間電力を使用して給水し、

日中はポンプが稼働していない。この場合、

石川浄水場から供給された水は浄水場の配

水池に貯水されることになるため、浄水場

出口の残留塩素よりも、配水池に配水され

る際の残留塩素濃度の方が低くなると予想

される。正確な予測モデルを構築するには、

残留塩素濃度低減量を予測する始点と終点

の 2 点間において、正確な残留塩素濃度の

計測が必要であることを示すものであり、

配水池などを経由して残留塩素濃度が低下

する場合などでは、予測モデルの適用が難

しいことが明らかになった。 

山城−具志川モデルの経時変化を図 35 に、

山城−金武モデルの経時変化を図 36 に示す。

石川−山城モデルとは異なり、両モデルとも

後追いが発生せず、高い精度で予測できる

ことが明らかになった。山城調整池から具

志川および金武調整池へは、主に水位差に

より給水されているため、定期的な水の滞

留が少なかったことで、精度の高いモデル

が構築できたものと推測する。ただし、金武

調整池については米軍基地へも水供給され

 

図 33 石川−山城モデルの精度 

 

図 34 石川−東恩納モデルの精度 
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ており、基地の利用状況によっては給水量

が大きく変化する可能性がある。LSTM で

記録したことのない変動を経験した際には、

モデル精度が大きく低下する恐れもあるこ

とから、注意が必要となる。 

 

図 35 山城−具志川モデルの精度 

 

図 36 山城−金武モデルの精度 

 

2-3.予測モデル構築フローの汎用性検討結

果のまとめ 

本研究では、神奈川県内広域水道企業団

のデータを用いて構築した、予測モデル構

築フローの汎用性を検証するために、沖縄

県企業局から名護浄水場の給水系および石

川浄水場の給水系のデータを提供いただき、

モデルの構築および精度の検証を実施した。 

モデル精度を大きく低下させる原因とし

て、（1）水源切り替えのように人為的に給

水量の大きな変化があるような水系、およ

び（2）夜間配水などにより残留塩素濃度が

計測時点からずれる場合が確認された。 

モデル精度に影響を与える因子を把握し

た上で、モデルの活用先を選定する他、運用

方法を整える必要があることが本研究によ

り示された。 

 

3.給水地点から末端配水地点間の残留塩素

低減量予測モデルの構築 

構築した相模原浄水場−西谷モデルの出

力値を西谷−仏向モデルで活用した際の仏

向配水池における現在時点の残留塩素低減

量予測結果を図 37 に示す。西谷−仏向モデ

ルは、フィードバック制御により管理され

ている追塩アルゴリズムをLSTMによりモ

デル化したものであり、ほとんどのプロッ

トが±0.025 mg/L 以内に収まった。これら

の結果から、LSTM により追塩アルゴリズ

ムを高精度に再現できたことがわかる。 

さらに、西谷−仏向モデルの出力値を仏向

−桜台小学校モデルで使用した際の、桜台小

学校における 6 時間先での残留塩素低減量

予測結果を図 38 に示す。ほとんどのプロッ

トが 0.025mg/L 以内に収まったことから、

高精度で末端配水地点での残留塩素濃度を

予測できたことが分かる。これらの結果か

ら、大規模な給水管路に加えて、より複雑か

つ小規模な樹状配管網であっても、高精度

の予測モデルを構築できる可能性が示され

た。また、本研究では 3 区間のモデルを連

立させることで、長区間で残留塩素濃度が

大きく変化する場合においても、高い精度
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で残留塩素濃度低減量を予測可能なモデル

構築法の確立に成功した。 

仏向−桜台小学校モデルは西谷−仏向モデ

ルよりもわずかに平均誤差値が高かったこ

とから、西谷−仏向モデルの誤差が続く仏向

−桜台小学校モデルに影響を与えたものと

推測する。モデルを連立する際には、前段モ

デルの予測精度に配慮する必要性が示され

た。 

 

4.残留塩素濃度を PC に入力するデバイス

の開発 

管理画面に表示された残留塩素濃度読取 

り結果の一例を図 39 に示す。目視による読

み取りと比較した際の正答率は 97.5%であ

り、ビデオカメラによる撮影のみで、高精度

に残留塩素濃度の数値を PC 入力すること

に成功した。2.5%の誤答を確認したところ、

小数点が読み取れなかった場合と数値が検

出できなかった場合に分別できた。これら

の結果をもとに、誤答条件を補正するため

のアルゴリズムを追加した結果（図 40）、正

答率 100%を達成した。これにより、浄水場

の監視制御システムに介入することなく、

各地点における残留塩素濃度の判別および

PC（Excel）入力が可能になった。 

 

 

図 37 西谷−仏向モデルの精度： 

（上）実測値と予測値の差、 

（下）時系列変化 

 

 

図 38 仏向−桜台小学校モデルの精度：

（上）実測値と予測値の差、 

（下）時系列変化 
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構築したモデルは、Excel でも計算できる

ことから、ビデオカメラと Excel があれば、

画面から数値を判別・入力し、残留塩素濃度

低減量の予測値を表示するシステムが安価

かつ簡単に構築できるようになった。 

 

図 40 数値読取りアルゴリズム 

 

 

 

 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手

法の開発 

改良を施した水質計を、屋外の配水拠点

に設置し、性能検証を行った。具体的には、

横浜市水道局の協力の下、市内の公共施設

に隣接する排水施設用の水質計器ボックス

内に、図 41 に示すように水質計を取り付け

た。 

 

図 41 屋外計器ボックス内への実装の様子 

 

水質計内への試料水の導入量は 1 計測当

たり約 0.5 mL であり、余分の試料水はヘッ

ドドレイン部から排水される。計測頻度は

15 分に 1 回とした。水質計からの元データ

は近距離無線にて、同じボックス内に設置

したゲートウェイ（マイコン＋通信機能）に

0.1 秒間隔で送られる。波形データおよび信

号処理アルゴリズムによって計算されたデ

ータ（水質推定値、マイクロ流路内試料流量

等）が、ゲートウェイから専用のクラウドに

公衆ネットワーク回線（ＬＴＥ）経由でアッ

プロードされるように設定した。電力はボ

ックス内に収まるサイズのバッテリー電源

（1 週間程度の容量）で賄った。 

設置開始後、試料水が本体内部へ侵入す

る問題が発生したため、後半では耐水性を

強化した水質計に交換した。その結果、若干

 

図 39 文字認識の結果例 
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のデータ遅延が発生したが、耐水性能に問

題はなく、連続して動作した。試薬の消費量

については、この間（1 週間）で、全体の約

20％であった。図 42 上段に、水質推定値の

経時変化の一例（24 時間）を示す。また同

じ計器ボックス内に既設されている市販水

質計による同時刻の水質値を下段に示す。

概ね安定して計測できることが確認された。 

 

図 42 改良水質計による計測例 

 

水質計の交換後に発生したデータの遅延

（時刻のずれ）については、今後、信号アル

ゴリズムの軽量化、水質計本体にタイムス

タンプ機能を付加する等の対策を講じる予

定である。 

水質計の改良およびフィールド評価での

知見を基に、実用的かつ経済的なデータ活

用方法およびそれに対応した水質計の仕様

について以下に考察・提案する。まず耐水性

能や堅牢性などを付与した、最終形に近い

水質計本体の製作コストは 20～30 千円で

あった。これにゲートウェイの約 10 千円が

追加される。これらをフィールドに設置し

た場合のランニングコストは、水質の測定

時間間隔と、クラウドにアップロードする

データ仕様によって変わる。測定間隔が短

くなれば試薬の交換頻度も高くなるため、

コストも上昇する。試薬費用およびデータ

管理コストの面から 3 通りに試算した結果

を表 12 に示す。 

表 12 システム仕様とコスト算定 

 

一例として 15 分間隔で水質計測を行う

場合について述べる。試薬費用については、

1 か月程度で試薬バックの交換が必要であ

り、試薬バックの価格を 200 円程度と仮定

すると年間 2,400 円が必要となる。また、

15 分間隔の場合は、データ遅延を起こさな

いために、アップロードするデータは水質

推定値（60 秒毎）に限定される。IoT 向け

の商用プラットフォームでのデータ管理コ

ストは、およそ 0.003 円／メッセージと想

定されるので年間のデータ管理コストは

1,600 円程度となる。一方、60 分に 1 回程

度の間隔での計測で良いとのことであれば、

試薬バックの交換は 4 か月に 1 回程度とな

り、費用も 600 円程度まで圧縮できる。計

測間隔が拡がるので、保守に必要な動作状

態データ（試料水流量など）も併せてアップ

ロード可能となるが、データ量の増加に伴

い、データ管理コストは年間 6,000 円程度

となる。 

分担研究「水質管理の基盤強化に係る既

存・将来技術の調査および課題抽出」におい

て実施された調査の結果、現行の水道末端

での手分析による水質監視の代替として、

コストが見合えば自動計測のニーズがある

ことが明らかになった。これに対して、本水

質計および通信系を用い、測定時間間隔を
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60 分程度、データを水質推定値のみとする

仕様とすることで、手分析の代替となる、コ

スト競争力のある提案が可能と思われる。 

 

Ｄ．結論 

（1）水質管理の強化に係る既存・将来技術

の文献調査と課題抽出 

①アンケートおよびヒアリング調査と課題抽

出 

1)水道事業従事職員数は施設数や給水面積

に関わらず給水人口のみに依存していた

が、将来的にベテラン職員の退職や人事

異動等により人材や技術力が損なわれる

ことがあれば、適切な水質管理を行うこ

とが難しくなる可能性がある。将来にわ

たり適切な水質管理を行うためには、自

動監視装置を活用しつつ、事業を運営す

るうえで最適な職員数についても検討し

ていくことが重要となるだろう。 

2)自動監視装置導入の主目的は有害物質混

入の監視や浄水処理モニタリングおよび

水質監視であり、自動監視装置の導入に

は原水種別や水質が関係しているものと

考えられた。実際に大規模事業体で測定

されていた油分・油膜、アンモニア態窒

素や毒物は危機管理上重要と考えられる

項目であり、水安全計画においても危害

原因事象とされており、適切に管理・監

視することが求められていた。また、濁

度や残留塩素が多くの事業体で測定され

ていたのは、法律等により規制されてい

るために基準を達成する又は達成してい

るかを確認するためと考えられた。 

3)自動監視装置を活用することにより、水

質管理の高度化や職員の測定の手間を減

少させることが可能になると考えられる

が、自動監視装置の性能を保つためには

適切なメンテナンスを実施することが必

須である。経営規模が小さい中小規模事

業体では定期点検に係る費用も大きな負

担となるため、各事業体の実情に即しな

がら 1～2年に 1回など適切な頻度でメン

テナンスを実施していくことが重要であ

る。また、企業側においても、事業体のニ

ーズを考慮しながら安価でメンテナンス

容易な装置の開発を進めていくことが求

められている。 

4)自動監視装置により測定した水質データ

を活用することにより、運転管理の効率

化を図ることができると考えられるが、

実際に測定データを有効に活用できてい

る事業体は限られていた。一方で、企業に

おいてはデータ利活用の希望はあるもの

の測定データを入手することが難しくデ

ータの利活用は進んでいなかった。AI等

による水質予測技術の開発には事業体が

抱えるビッグデータの情報が必要不可欠

であることから、官民で情報を交換しな

がら、データ提供が可能な体制を整えて

いくことが重要となるだろう。 

5)自動監視装置の導入は、水質管理および

人材不足の問題を解決する一助となると

考えられるが、コスト等の問題から特に

中小規模事業体では導入が進んでいなか

った。これら事業体において装置の導入

を進めるためには、安価かつ設置が容易

な装置の開発が求められていると考えら

れ、装置の導入が進むようになれば、中小

規模事業体においても将来を見据えたよ

り安全で持続可能な水道事業運営が可能

となるだろう。 
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②既存・将来技術の文献調査と課題抽出 

海外の文献調査に基づき、連続測定可能

な水質指標項目、新規水質センサーの開発、

深層学習による早期の水質予測等測定デー

タ利活用、リモートセンシング技術の適用

等について最新動向を把握し、わが国の水

道事業のさらなる基盤強化を行う上での利

点ならびに課題点を抽出した。 

糞便由来の病原体を含む微生物・ウイル

スや、特定の溶存有機物群を対象とした、迅

速検出や連続測定を可能とする測定手法

（酵素活性やフローサイトメトリー等）の

技術開発と適用が進展していた。検出の特

異性の確保や検出感度の向上、ならびに、コ

ストの適正化や維持管理の簡易化が課題と

して挙げられた。 

オンライン型水質センサーの開発は、先

端化学材料等を用いた新規センサー、ある

いは、既存の水質センサーを組み合わせた

新規対象物質への適用に大別された。水道

事業者のニーズが高い消毒副生成物の電気

化学センサーについては、対象物質や認識

物質の長期保持など依然として技術的な課

題が大きい状況にあった。 

深層学習やビックデータを用いた水質予

測手法の開発では、水質測定データセット

の特性により、特定のモデルにおいて予測

精度が低下する場合があった。測定現場に

て利用可能な資源やニーズ、得られた測定

データの期間や項目等に応じて、適切な水

質センサーや予測モデルを選択することが

必要であった。また、各測定データの利活用

により、浄水場の運転管理や水質管理のみ

ならず水道事業に係る広汎な業務を支援で

きると考えられた。 

人工衛星やドローン等のプラットフォー

ムを用いたセンシングならびに画像解析技

術の活用により、広域における水源水質の

把握や漏水検出等が、従来よりも短期間、省

コストかつ省力的に実現できる可能性があ

り注視すべきと考えられた。 

このような各要素技術を、水道水源から

給水末端に至る水質管理に活用することで、

限られた技術系職員数であっても、効果的

かつ効率的な水質管理が可能となり、さら

には従来よりも高度な水質管理が可能にな

ると考えられる。 

一方で、各要素技術を十分に理解し、ビッ

グデータの取扱いにも精通した人材の確保

や養成が今後の課題である。 

 

（2）連続測定が可能な水質指標の特定と

測定手法の開発 

水道において連続的にモニタリング可能

な新たな水質指標として文献調査等を実施

した結果、三次元蛍光分析が有用な指標と

なり得ることが示された。また、文献調査に

より、水分野において三次元蛍光分析を利

用した研究は顕著に増加しており、従来の

DOM の挙動や消毒副生成物のモニタリン

グにとどまらず、汎用性の高い分析手法と

して利用されていることが示された。 

実測調査を行った結果、これまで多くの

水道事業体が連続的に測定している水質項

目では評価できない有機物や水質変化を評

価できる可能性が示唆され、連続的なモニ

タリング項目として有用であると考えられ

た。一方で、装置が高価であること、解析に

多くのデータが必要なことや煩雑であるな

どの課題もあり、特に国内の水道分野では

海外と比べて普及が進んでいないことから

もコスト低減や解析を簡便に実施できるツ
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ールの開発等が課題と考えられた。 

 

（3）ビッグデータに基づく水質変動の早

期予測手法の検討 

本研究では、時系列データ解析モデルで

ある LSTM を用いて、末端配水地点におけ

る 6 時間後の残留塩素濃度を予測するモデ

ル構築手法について紹介した。極めて高精

度のモデルが構築出来ることから、予測結

果をもとにした浄水場出口における自律塩

素添加制御システムの構築も実現可能と考

える。 

一方で、モデルの感度分析によって、未学

習のトレンドデータが入力された際に、著

しく予測精度が低下することも明らかにな

っている。また、管内滞留時間に周期性が存

在しない場合にも、モデル構築が難しいこ

とを確認している。これらの課題には、残留

塩素濃度だけでなく、流量や管内圧力など

のデータを入力値として利用することで、

より複雑な事象に対しても対応可能なロバ

ストなモデル構築が可能になると考える。 

本研究において、PC 上の監視データを

Excel に転送・入力し、6 時間後の残留塩素

濃度を出力するシステムを構築した。安価

な小型残留塩素濃度計と組み合わせること

で、比較的小規模な浄水場でも自律塩素添

加制御システムを構築できると考える（図

43）。 

 

（4）水道システム全体を視野に入れた経済

的な水質センサーおよびデータ活用手法の

開発 

センサーデータのポスト処理の品質を確

保しつつ、経済的なセンサーを提案するた

め、簡素な水質計の提案、試作を行い、配水

拠点等の屋外施設に設置し、課題摘出、改良

を進めた。またそれらの知見を基に、実用的

かつ経済的なデータ活用方法およびそれに

対応した水質センサー（水質計・通信系）の

図 43 本研究の実用化イメージ 
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仕様の提示を行った。 

（5）まとめ 

文献調査の結果より、三次元蛍光分析は

溶存性有機物の挙動解析や汚染源推定など

への活用事例があること、PARAFAC 解析

を適用することで溶存有機物の構成や存在

状況・季節変動を捉えることが可能なこと

が確認でき、三次元蛍光分析が水道の水質

管理において留意すべき有機物群を対象と

した連続監視にも適用できる可能性が示唆

された。研究（2）において実浄水場の原水

及び浄水を三次元蛍光分析にて測定したと

ころ、フミン酸やフルボ酸等の腐食性物質

やタンパク質様物質の分析が可能であり、

濁度等の従来から連続測定している項目で

は捉えることのできない有機物や水質変化

を評価できる可能性が示された。これらの

物質はトリハロメタンの削減や残留塩素の

保存に影響を与える項目であり、三次元蛍

光分析を活用することで、より適切な条件

下での浄水処理やより高度な水質管理を行

えるようになるのではないかと考えられた。

三次元蛍光分析は装置が高価なことから国

内の水道事業体への導入事例は限られては

いるものの、残留塩素濃度管理を多くの事

業体で課題と捉えている状況を考慮すると、

三次元蛍光分析の導入も解決手法の一つと

なり得ると考えられる。 

国内外において、深層学習やビッグデー

タを用いた水質予測手法の開発が進められ

ており、適切に活用することで浄水場の運

転管理や水質管理のみならず水道事業に係

る広汎な業務を支援できると考えられた。

研究（3）では、残留塩素に着目し、時系列

データ解析モデルであるLSTMを用いて末

端配水地点における 6 時間後の残留塩素濃

度を高精度に予測するモデルを構築した。

このモデルを活用することにより、塩素注

入量の適正化等を図ることができると考え

られるが、モデルを構築するためには少な

くとも 2 地点における一定期間の残留塩素

濃度連続測定値が必要となる。しかしなが

ら、研究（1）の結果から分かるとおり、特

に中小規模事業体では給水末端にて残留塩

素濃度を測定している事業体は限られてお

り、先ずは連続的な測定データを蓄積する

必要があると考えられた。これら事業体に

おいては、主にコスト的制約から連続測定

装置の導入が進んでおらず、残留塩素に限

れば住民に測定を委託している状況にあり、

装置の導入を進めるためには、より安価か

つメンテナンスフリーな装置の開発が求め

られていた。 

このような状況を鑑み、研究（4）では簡

素な水質計の開発および提案に取り組んだ。

現時点では開発途中であるものの、原価ベ

ースで水質計本体は 20～30 千円程度、ゲー

トウェイは約 10 千円と非常に安価に製作

でき、ランニングコストも年数千円程度に

抑えられる見込みとなった。研究（1）より、

多くの中小規模事業体で個人委託と同程度

のコストであれば装置を導入できるのでは

ないかと考えていることが確認できており、

本研究にて開発・提案している水質計は十

分に導入・活用できるものと想定された。ま

た、本装置の導入により、残留塩素濃度の監

視や塩素注入量の適正化が図られるのはも

ちろんのこと、一定間隔における連続測定

が可能なため、データを蓄積していけば、研

究（3）で構築したモデルを作成することが

可能となり、このモデルを活用することで
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より適正な残留塩素濃度管理が可能になる

と考えられた。 

このような各要素技術を、水道水源から

給水末端に至る水質管理に活用することで、

限られた職員数であっても将来を見据えた

より安全で持続可能な水道事業運営が可能

となるだろう。 
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